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感染症対策担当者及び新型インフルエンザ対策担当者 殿 

 

 

 

新型インフルエンザ対策推進本部    

 

 

新型インフレエンザの診療体制の充実について 

 

 

 メキシコ等における新型インフルエンザ（H1N 亜型）の発生に伴い、発熱外来

の設置に取り組んでいただいているところでありますが、国内発生に備え、更

なる拡充（概ね２次医療圏に１施設）をお願いいたします。 

また、診療体制の充実を図るため、各自治体等におかれては医療機関におけ

る対応を示した下記資料等をご確認いただくとともに、医療機関への周知徹底

をお願いいたします。なお、特に発熱外来を設置する医療機関に対しては、「新

型インフルエンザまん延期の診療継続計画作り」（平成 20 年度厚生労働科学研

究費補助金）８ページにある「10 のアクション」につき実施を徹底し、診療に

適切に対応できるよう周知いただきたくお願いいたします。 

 

１．「新型インフルエンザまん延期の診療継続計画作り」 

http://www.mhlw.go.jp/kinkyu/kenkou/influenza/dl/090430-01c.pdf 

 

２．「医療機関に必要な新型インフルエンザ対策」 

 http://www.medicalview.co.jp/download/influenza/ 

 

 

 
照会先 

新型インフルエンザ対策推進本部 医療班 

担当者  中谷、大竹、片山 

TEL ０３－３５０６－７３１２ 内線２４７、２４８ 

FAX ０３－３５０６－７３３１ 

Mail nakatani-yukiko@mhlw.go.jp／katayama-satoko@mhlw.go.jp 



平成20年度厚生労働科学研究費補助金
「新型インフルエンザ大流行時の公衆衛生対策に関する研究」
主任研究者：東北大学大学院医学系研究科微生物学分野教授 押谷　仁
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1 ワークブックの目的と使用方法
　新型インフルエンザの流行時には、新型インフルエンザ患者に対応できる体制を地域単位で

構築しなければならないが、同時に通常の診療を継続することが求められる。よって、原則と

して全ての医療機関は、患者に加えて職員を対象とした院内感染防止策を日頃より徹底し、新

型インフルエンザ流行時にも診療を継続するための計画を策定しなければならない。

　計画では、職員が感染したり、職員の家族が感染したり、子供の学校が閉鎖されることによっ

て出勤できなくなり、実働可能な職員が十分に確保できない状況下での診療を想定しなければ

ならない。新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議から出されて

いる「医療体制に関するガイドライン（平成 21 年 2 月 17 日）」においても、「医療機関は、第

三段階のまん延期においては、極端に増加する患者への対応や出動可能な職員数の減少等の影

響等を踏まえ、医療機関の特性や規模に応じた継続して医療を提供するための事業継続計画を

作成する必要がある」としている。

　本ワークブックは、一般医療機関が新型インフルエンザ対策の検討を行うきっかけを提供し、

実際の計画策定を支援することを目的としている。そのために特に患者数が膨大となる「まん

延期」に備えるために確認すべき重要な 10 項目をチェックリストで提供する。

　本ワークブックは、医療機関に必要な事項をすべて網羅しているわけではないため、さらな

る対策推進はそれぞれの医療機関と地域の特性に応じて進めていただきたい。

　なお、このワークブックは、「医療体制に関するガイドライン」と合わせて読んでいただき

たい。本ワークブックで十分に触れられない感染予防策については、新型インフルエンザ専門

家会議からの「医療施設等の感染対策ガイドライン」を参照されたい。

　診療を継続するための備えは、医療機関の運営に直接関わるところであるため、検討には院

長や理事長などの経営責任者が積極的に関わることが求められる。

　感染症指定医療機関や協力医療機関は、第二段階（国内発生早期）において感染の疑われる患

者への対応が求められることから、一般医療機関よりも迅速な対応ができる体制が求められる。

　本ワークブックの使用方法としては、アクション１で設置した委員会において残りの 9 つの

項目について検討する。すぐにできないアクションもあるであろう。しかし、課題として認識

し、継続して考えるプロセスが重要である。付録にチェックリストがあるので適宜利用してい

ただきたい。

　最後に、こうした備えは新型インフルエンザに限らず、他の新興・再興感染症に対しても適

用できるものであり、包括的な感染症対策という位置づけも意識しながら医療機関での体制を

構築いただきたい。

1）政府の想定と対策の概要を知る

2）医療機関で議論をはじめる

3）診療継続計画の大枠を作成する
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2 新型インフルエンザとは
　新型インフルエンザウイルスとは、特に鳥類にのみ感染していた鳥インフルエンザウイルス

で、当初は偶発的に人に感染していたものが、遺伝子の変異によって、人の体内で増えること

ができるように変化し、さらに人から人へと効率よく感染するようになったものである。平成

21 年 3 月 31 日現在では、新型インフルエンザウイルスの発生は確認されていない。

　新型インフルエンザウイルスは、人類が経験したことのないウイルスであり、人は免疫を持っ

ていないため、容易に人から人へ感染して拡がり、急速な世界的大流行（パンデミック）を起

こす危険性がある。 

　鳥インフルエンザウイルスにも様々な種類がある。特に A 型の H5N1 亜型が、新型インフ

ルエンザに変異する可能性が高いと言われている。しかし、実際にどの型が流行するかは明ら

かではない。

　新型インフルエンザが流行した際には、国内の全人口の約 25%が罹患すると想定した場合に、

医療機関を受診する患者数は最大で 2,500 万人になると想定されている。しかし、これらはあ

くまでも過去の流行に基づいて推計されたものであり、今後発生すると考えられている新型イ

ンフルエンザが、どの程度の病原性や感染力を持つかどうかは不明である。

　毎年ヒトの間で流行する通常のインフルエンザの主な感染経路は、飛沫感染と接触感染であ

ると考えられている。現段階では、新型インフルエンザが発生していないため、感染経路を特

定することはできないが、飛沫感染と接触感染が主な感染経路と推測されている。空気感染の

可能性は否定できないものの、それが一般的に起きるとする科学的根拠は十分でないため、ま

ずは飛沫感染と接触感染を想定した対策を確実に講ずることが必要である。

１）飛沫感染とは、感染した人が咳やくしゃみをすることで、ウイルスを含む飛沫（5µm

以上の水滴）を飛散させ、これを健康な人が鼻や口から吸い込み、ウイルスを含んだ飛沫

が粘膜に接触することによって感染する経路である。 

２）接触感染とは、患者の咳、くしゃみ、鼻水などが付着した手で、机、ドアノブ、スイッ

チなどを触れた後に、その部位を別の人が触れ、その手で自分の眼や口や鼻を触れること

によって感染する経路である。

　新型インフルエンザに関する感染対策などの詳細についてはガイドラインや成書を参考にさ

れたい。



4

WorkBook

3 新型インフルエンザ流行時に想定される
　  社会環境と医療体制

　新型インフルエンザの流行に関しては、わが国では今後は図 1に示す段階ごとに具体的な

行動が政府より提示される。それゆえ、医療機関での計画もこの段階ごとに検討するとよい。

平成 21 年 3 月 31 日現在は、未発生期である。

　表 1と表 2にそれぞれの段階ごとに想定される社会の状況の変化と期待される対策を示す。

これらはあくまで想定の一つの例であり、必ずしも流行が想定通りになるとは限らないが、計

画段階では社会環境も考慮しておくべきである。

　以下、段階ごとの社会環境の想定と医療機関に求められる体制を示す。

　第一段階の海外発生期に入ると、社会の様相は大きく変わる。流行地からの帰国者に対する

検疫体制が強化される。国内でも食料の買い占めや物品の不足などの事態が生じる可能性があ

る。また医療機関には不安に思う住民からの問い合わせが集中するかもしれない。政府のガイ

ドラインでは、こうした住民の問い合わせの窓口として「発熱相談センター」を地域に設置す

る方針となっている。地域ごとの設置プランを保健所等に確認しておく。

　この段階で、慢性疾患を有する定期受診患者については、定期薬の長期処方をしておく等、

患者の状態に配慮しながら第三段階のまん延期に医療機関を直接受診する機会を減らすよう調

整する。また、慢性疾患等を有する定期受診患者については、この段階において事前にかかり

方針
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つけの医師が了承し、その旨をカルテ等に記載しておくことで、第三段階のまん延期に発熱し

た際に、電話診療により新型インフルエンザへの感染について診断ができた場合には、ファク

シミリ等により抗インフルエンザウイルス薬等の処方箋を発行することができる。

　国内で 1 例目が発生以降から感染拡大期までの第二段階では、新型インフルエンザが疑われ

る患者を入院措置とし、当該患者への濃厚接触者に対する抗インフルエンザウイルス薬の予防

投薬などが行われる。なお、患者への入院措置は、第三段階の感染拡大期まで実施されるが、

これを担当する医療機関は感染症指定医療機関（特定感染症指定医療機関、第 1 種感染症指定

医療機関及び第 2 種感染症指定医療機関）と都道府県からの病床確保の要請により指定される

協力医療機関となっている。

　新型インフルエンザの感染が疑われる者は、発熱相談センターに連絡・相談した上で発熱外

来を受診することが期待されるが、直接、発熱外来を設置していない病院または診療所を受診

してしまうことも想定される。新型インフルエンザへの感染を疑う者又は一般来院者で新型イ

ンフルエンザに感染している可能性があると判断した場合は、直ちに保健所へ連絡し、受け入

れに適切な感染症指定医療機関等につき、指示を受けるものとしている。

　この段階では積極的疫学調査の実施が想定されるため、待合室等で新型インフルエンザに感

染した可能性があると判断された者と接触したと思われる一般来院者および医療従事者につい

て連絡先等の情報を整理した名簿の作成が求められる。

　第三段階のまん延期に入ると、原則としてすべての医療機関において診療が行われる可能性

がある。入院措置は解除され、軽症患者は自宅での療養が可能となり、重症者のみ（重度の肺

炎や呼吸機能の低下等を認める）の入院とする。発熱外来では、受診者について、症状の程度

から入院治療の必要性を判断する。

　最も業務が過剰になり、人員不足や物資不足が顕在化するのは、第三段階のまん延期である。

そのような状況に対応できる計画策定が求められる。重症患者に適正な医療を提供するために

必要な人、病床、医薬品や人工呼吸器などの確保が必要となる。医療機関は、自宅での治療が

可能な入院中の患者について、病状を説明した上で退院を促し、新型インフルエンザの重症患

者のための病床を確保する。また、待機的入院、待機的手術は控える。そのためには未発生期

や第一段階の早い段階から患者やその家族へのこうした方針について周知する必要がある。

　第三段階の回復期では、医療従事者等の肉体的および精神的状況について配慮し、必要と認

める者には休暇を与えることを検討する。

　第四段階では、平常の医療サービスが提供できる体制への速やかな復帰をめざし、医療資機

材等の在庫状況を確認し、流行の第二波への準備を行う。また、新型インフルエンザに罹患し

て復帰した医療従事者等については、感染リスクが下がる可能性があるため状況を踏まえ活用

を検討する。
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発生段階 第一段階
（海外発生期）

第二段階
（国内発生早期）

第三段階 第四段階
（小康期）（感染拡大期） （まん延期、回復期）

■感染状
況

□感染速度 0 2 週間後～
4 週間 4 週間後～ 6 週間後～ 17 週間後～

□感染拡大の状況

○国内未発生
　（海外発生）

○国内で新型イン
フルエンザが発
生、感染集団は
小さく限られる

○国内で新型イン
フルエンザの
大規模集団発
生が見られる

○国内で急速に感
染が拡大

○国内侵入から 6
～ 7 週目に感
染がピーク、8
週目以降から
減少傾向

○地域毎にピーク
時期は異なる 
地域毎の流行
期 間 は 6 ～ 8
週間程度

-

■医療の
提供

□想定される状況
○国民の不安が高

まり受診者が増
加

○受診者が急増 ○患者が急増し、
病床や医薬品
が不足

□隔離・入院 対策

○疑い患者への入
院勧告（患者隔
離）

○医師会等への情
報提供

○感染症指定医療
機関における治
療、疑い患者へ
の入院勧告（患
者隔離）

○患者への抗イン
フルエンザ薬投
与、患者との濃
厚接触者への予
防投薬

○患者受け入れ医
療機関の拡大

○疑い患者への入
院勧告（患者隔
離）

○患者への抗イン
フルエンザ薬
投与

○全医療機関で患
者への診断・治
療

○重症患者のみ入
院、軽症患者は
自宅療養

○患者への抗イン
フルエンザ薬
投与

○治療継続
○医療体制の点検

と建て直し

□発熱外来 対策

○外来・電話相談
の設置準備

○外来・電話相談
開始

○外来・電話相談
の規模を拡大、
二次医療圏内
の診療所が発
熱外来を応援

○外来・電話相談
の規模を拡大

○発熱外来の機能
継続

■感染予
防

□プレパンデ
ミックワク
チン

対策

○製剤化を開始
○既完成分を医療

従事者等の一
部に接種開始

○製剤化段階
　（予定）
○既完成分を医療

従事者等の一部
に接種開始

○製剤化次第、医
療従事者等に
順次接種開始

○製剤化完了（見
込み）医療従事
者に継続的に
接種

□パンデミッ
クワクチン 対策

○新型インフルエ
ンザ株の特定

○株の特定、鶏卵等の確保ができ次第、生産開始 ○生産開始
○国民全員分のワ

クチンの完成
ま で に 1.5 年
前後（試算）

■感染拡
大防止

□集会・興行
等の自粛要
請

想定さ
れる状
況

○百貨店、劇場、映画館等の集客施
設への来客が減少、休業する施設
が増加

○集客施設への
来 客 が 激 減、
全ての施設が
休業

○集客施設の多
くは休業

□学校休校の
要請

想定さ
れる状
況

○学校での感染拡大のおそれ、生徒
の欠席が増加

○全国全ての学
校が休校

○一部休校の終
了

□不要不急の
事業活動中
止の要請

想定さ
れる状
況

○発生地域の公共交通機関、職場で
感染のおそれ。一部の事業所が休
業

○公共交通機関
の 本 数 減 少、
多くの事業所
が休業

○一部事業所が
再開

表 1　感染拡大に伴う社会状況の変化と国の対策

新型インフルエンザ専門家会議  事業者・職場における新型インフルエンザ対策ガイドライン（改定案）平成 20年 7月 28日 より一部改変



いまからできる!  一般医療機関のための新型インフルエンザまん延期の診療継続計画作り

7

発生段階
第一段階

（海外発生期）
第二段階

（国内発生早期）

第三段階 第四段階
（小康期）（感染拡大期） （まん延期、回復期）

■医療サー
ビス

○保健所、医療機
関等への問い合
わせが増加

○保健所、医療機関
等への問い合わせ
が増加

○抗インフルエンザ
ウイルス薬を求め
て医療機関を訪れ
る市民が増加

○一部の医療機関では新型インフルエ
ンザへの業務資源の重点的投入のた
め、診療科目を限定

○爆発的に需要が増え、医療機関にお
ける業務資源（医療従事者、医薬品、
資器材、ベッド等）が大きく不足、
一時的に業務を中断せざるを得ない
医療機関が出現するおそれ

■電気・水
道・ガス
供給

○感染防止の観点から、窓口業務やカ
スタマーサービス業務等を中断

○保守・運用の従業員不足により地域
的・一時的に停電等が生じるおそれ

■公共交通 ○外出自粛により公
共交通機関に対す
る需要が減少

○徒歩、自転車、自
動車等による通勤
が増加

○従業員不足により、運行本数が減少
○外出自粛、通勤手段の変更により、

公共交通機関への需要が大幅減少

■物流（貨
物 運 送、
倉庫等）

○事業活動休止又は
稼働率低下により、
物流量が減少

○中小事業者は休業
する可能性

○宅配、通信販売等
に対する需要が増
加

○従業員不足による集配の遅延、サー
ビスの中断

○物流量が大幅に減少
○宅配、通信販売等に対する需要が大

幅に増加

■ 食 料 品、
生 活 必
需品の輸
入、製造

○食料品、生活必
需品を買い求め
る市民が増加

○市民の買い占めに
より食料品、生活
必需品が不足、価
格上昇

○海外での感染拡大に伴い、食料品等
の輸入が一時的に中断

○国内での感染拡大に伴い、食料品等
の製造が減少

■流通（小
売、卸売）

○中小事業者は休業
する可能性

○宅配、通信販売等
に対する需要が増
加

○従業員不足、休市等により卸売市場
機能が低下し、生鮮食料品の流通も
一時的に中断

○小売店の従業員不足や物流機能の混
乱により物資流通が遅延又は中断

○宅配、通信販売等に対する需要が大
幅に増加

表 2　想定される社会機能の状況

新型インフルエンザ専門家会議  事業者・職場における新型インフルエンザ対策ガイドライン（改定案）平成 20年 7月 28日 より一部改変
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4 10のアクション

　 アクション 実施主体の例

1
医療機関としての方針と担当組織
を設置する

院長と意思決定組織

2 迅速かつ的確な情報を確保する 感染症の知識がある者、英語が読解できる者

3
受け入れ病床の確認と患者の動線
の確保をする

院長、感染管理医師、看護師長、看護師、施設
の構造に詳しい者

4 受け入れ能力を調整する 対策委員会

5 職員の健康を管理する 医師、看護師など選任された者

6
職員、関連機関、地域住民との緊
急連絡体制を整備する

事務長

7
地域の医療機関と行政機関との連
携を始める

院長、事務長

8
医薬品や必要物品を確保できるか
確認する

薬剤部、物品管理部

9 職員の行動を明確にする 対策委員会

10 訓練を実施する 対策委員会

　アクションは 10 から構成されている。アクション１で決められた組織に対して、アクショ

ン２では様々な決定の根拠となる最新の情報を提供する。アクション 3 から 8 において医療

機関全体の診療継続計画を作成する。それを元にアクション 9 でそれぞれの職員の行動や役割

を示したマニュアルを作成する。アクション 10 では、計画やマニュアルに沿って訓練を行い、

課題を明らかにすることで再度アクション 1 に戻って、さらに実効性のある対策を検討するこ

とが求められる。
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アクション１．医療機関としての方針と担当組織を設置する

１）医療機関の経営責任者による方針の表明
　新型インフルエンザの世界的流行という危機的な状況に対して、医療機関はすべての職種や

部署が一体となって対応する必要がある。そのためにも、院長や理事長などの経営責任者がこ

うした危機に対して事前の備えを行い、また流行時にも医療を可能な限り継続して提供すると

いう医療機関の方針を明らかにする。こうした組織のトップによる方針が示されないと、各部

署での足並みがそろわず対策の遅れにもつながるおそれがある。

　組織のトップによる医療機関の方針としては次のようなものがあげられる。

１．まん延期においても地域や患者のために医療の提供を継続する。

２．職員の感染予防策を十分に行う。また、感染した職員には速やかに治療を行う。

Action 1
組織の設置

Action 2
的確な情報の確保

Action 9
職員用のマニュアル

作成

Action 3～8
医療機関の診療継続

計画の作成

Action 10
訓練により課題を明ら
かにし、計画やマニュ
アルを改訂する

行動マニュアル

行動マニュアル
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２）担当組織を設置する
　新型インフルエンザ対策では 2 段階の組織作りが考えられる。準備期と流行期の組織である。

準備期においては、委員会を設置して、院長や副院長を委員長として、流行時に医療を提供す

るための計画を作成し、実行する。委員会のメンバーは医師、看護師、薬剤師、検査技師、事

務部門、清掃業者、給食提供業者などにより構成される。当面の間は定期的に開催して、医療

機関全体の診療継続計画と職員の行動を示したマニュアルの作成を目指す。新型インフルエン

ザの課題は危機管理としてとらえ、感染対策だけに偏らないよう注意が必要である。

　海外での発生が確認された第一段階以降では、医療機関の運営などについて迅速な意思決定

ができるような組織が必要になる。この場合は、院長が統括して、様々な意思決定を行う。こ

の意思決定組織は、流行のまん延期に起こりうる、限りある医療資源の配分にあたっても、倫

理的な判断ができることが望ましい。また、対策本部の意思決定のトップが感染したなどの理

由により対応できない際の意思決定バックアップ体制（副院長が代行するなど）も検討する。

さらに、各メンバーの役割を明確にする。

　通常、医療機関では運営や意思決定を行う委員会が定期的に開催されている。こうした委員

会が流行時の意思決定組織となることが適切である。準備期の組織は、この委員会の下部組織

として設置してもよいであろう。

　 医療機関の方針を明記する

　 準備期と流行期の意思決定組織を設置し、メンバーの役割を明確にする

アクション 2. 迅速かつ的確な情報を確保する　

１）新型インフルエンザの最新情報を収集する人を選任する
　新型インフルエンザの流行は急激に起こる可能性がある。それゆえ、最新の情報を収集する

ことは迅速な意思決定をするためにも重要となる。医療機関で、情報収集をする人を選任し、

その内容を委員会や職員に定期的に伝達する。情報は最新のものだけでなく、正確なものであ

る必要がある。それゆえ、感染症の知識がある医師や看護師が関与する。海外での発生や、海

外の最新情報も必要となる可能性もあることから英語の読解ができる者が関与することも考慮

する。

２）関連情報を収集する
　得られる関連情報として、国や地方自治体の出すガイドラインは最低限収集する。これらの

中から医療機関の体制に関連するところを抜き出す作業も行う。
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　たとえば、次のようなものがある。

①新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議 . 医療体制に関す
るガイドライン：http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/kettei/090217keikaku.pdf

②新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議 . 新型インフルエ
ンザ対策行動計画 : http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/guide/090217keikaku.pdf

③国立感染症研究所 . 感染症情報センター . http://idsc.nih.go.jp/index-j.html

④新型インフルエンザ専門家会議 . 医療施設等における感染対策ガイドライン
　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/pdf/09-07.pdf

⑤各都道府県や各市町村のガイドライン：それぞれのサイトをご確認ください。

⑥ WHO. Pandemic preparedness. 
　http://www.who.int/csr/disease/influenza/pandemic/en/

⑦米国ポータルサイト . http://www.pandemicflu.gov/

BCP 策定の関連サイト

⑧中小企業庁 . 中小企業 BCP 策定運用指針（平成 18 年 2 月）
　http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/

⑨新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議 . 事業者・職場に
おける新型インフルエンザ対策ガイドライン .  

　http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/guide/090217keikaku.pdf

３）情報を周知する
　重大な情報を入手した際に、だれに何を伝えるかについても明らかにする。たとえば、海外

で第 1 例目が発生したという情報があれば院長などに伝える必要がある。

　現段階でもすでに誤った情報が流れていることもあるが、新型インフルエンザの流行の初期

には情報がさらに錯綜する可能性がある。テレビや新聞などの報道があった際には、複数の情

報源や公的な機関のサイトなどを確認することにより、誤った情報に惑わされないようにする。

　また、得られた情報を職員に伝えるための効率的な方法を検討する。たとえば、メーリング

リストなどのITも活用するとよい。一方で、職員の間で誤った情報が流れていたり、疑問があっ

た場合にも、院内の混乱を避けるためにも迅速に正しい情報を流す体制が必要である。

　 新型インフルエンザの最新情報を収集する人を選任する

　 関連情報を収集する

　 医療機関で情報を周知する方法を検討する
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アクション 3．受け入れ病床の確認と患者の動線の確保をする　

１）受け入れ病床の確保
　第三段階まん延期以降は、原則として、全ての医療機関において新型インフルエンザの診療

が行われる可能性がある。そのため全ての医療機関は受け入れ入院可能な病床数を試算してお

く必要がある。

　病床数の確保については、まずは全病床の 10%（全病床が 400 床なら 40 床）が新型インフ

ルエンザの重症患者の対応をした場合について検討してみる。たとえば、待機手術の多い外科

系の病棟や、個室病棟などがその候補となりうる。学校や体育館など通常用いる以外の場所が

受け入れ病床として検討されるかもしれないが、医療を提供する場を新たに設置することによ

り様々な混乱が生じることも危惧されている。それゆえ、従来用いている病床を使う事の方が

よいとする意見もある。

　10%の病床が確保できるようであれば､ その次の段階ではさらに多い全病床の 20%の病床を

新型インフルエンザの重症患者のために確保した場合についても検討してみる。この後のさら

なる調整はアクション 4 にて検討する。

　なお、新型インフルエンザについては、飛沫感染対策による院内感染対策を原則とするため、

試算の際には、感染症病床や陰圧病床等に限定せず、他の病床も含める。この場合、ある階の

病棟全体を新型インフルエンザ専用にするなど院内感染に配慮した病室の利用を検討する。

　新型インフルエンザに感染した重症患者の入院病棟は、人工呼吸器が管理できる体制が必要

となる。一方で、医療機関によっては、通常通り新型インフルエンザ以外の重症患者も搬送さ

れる。ICU の病床は数に限りもあるため新型インフルエンザ以外の患者のために確保し、一

般病棟でどの程度人工呼吸器管理をした患者に対応できるかについても検討する。

　また、第三段階のまん延期において、入院治療が必要な新型インフルエンザの患者の増加に

応じて、医療機関が一時的に定員超過収容等を行うことはやむを得ないものとして認められて

いる。ただし、常態化することがないように、病病連携を十分に活用することが必要である。

２）発熱外来の準備と患者の動線の確保
　国内で第 1 例目の患者が診断されたら、医療機関に併設される発熱外来を設置し、発熱者と

そうでない患者との振り分けを行う。発熱外来の目的は、段階によって異なる。第二段階から

第三段階の感染拡大期までは、新型インフルエンザの患者とそれ以外の患者とを振り分けるこ

とで両者の接触を最小限にし、感染拡大の防止を図るとともに、新型インフルエンザに係わる

診療を効率化し、混乱を最小限にする。この段階において新型インフルエンザの患者の入院診

療を行う医療機関に併設することが望まれる。

　第三段階のまん延期以降の目的は、感染防止策を徹底した上、新型インフルエンザの患者の

外来集中に対応することに加え、軽症者と重症者のトリアージ（振り分け）の適正化により入

院治療の必要性を判断する。
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　発熱や咳などの症状のある者が通る動線は、一方通行でお互いが接することがないようにす

る。また、患者はマスクを装着し、なるべくお互いに１ｍ程度の間隔をとるようにする。入口

において、手指消毒用のアルコールを設置して手洗いを促す。

　入院させる新型インフルエンザの患者が他の疾患の患者に接することがないように、病棟ま

での通路やエレベーターを一時的に専用の動線として確保する。

　医療機関の見取り図を準備して、感染が疑われる患者とそうでない患者の動線を書き込む。

　 全体の病床の 10%から 20%を新型インフルエンザの重症患者に対応させ

た場合の病床を確保する

　 確保した病床での人工呼吸器管理の可能性について検討する

　 医療機関の見取り図に発熱外来の場所や病床までの患者の動線を書き込む

 

アクション 4．受け入れ能力を調整する

1）第三段階のまん延期に急激に増加する医療ニーズに対応するための具体的
な方法を検討する。

　具体的には、１．確保できる職員数を推定する、２．新型インフルエンザに関連する医療ニー

ズをできるだけ少なくする、３．待機可能な医療の提供を一時的に減少させる、４．診療業務

以外の部署の運営を確保する、５．診療継続に必要な人数と確保できる医療従事者の差につい

て検討する、６．倫理的側面や法的側面を検討する。

１．確保できる職員数を推定する

　流行時には、様々な理由により医療従事者や事務職員が出勤できなくなる可能性がある。公

共交通機関を利用して遠くから出勤している者や、学校や幼稚園が閉鎖されることにより、家

での子供の世話が必要になり出勤できなくなる者もいる。また、自分自身が感染したり、家族

が感染することにより出勤できなくなる可能性もある。米国の労働安全衛生庁は、まん延期に

おいては一般的な企業では最大で 40%の欠勤が出る可能性を指摘している。現段階で流行時

に通勤が障害されたり、子供の世話が必要になることで出勤できなくなる医療従事者や事務職

員がどの程度いるかを質問票などで確認する。

　感染のリスクを恐れるあまり出勤をしない医療従事者や事務職員もいるであろう。それゆえ、

十分な事前の対策と教育により感染リスクを下げることができることを伝えておくことが流行

時の必要な人員確保への備えとなる。

　今後、都道府県等が、第三段階のまん延期以降にすべての医療従事者が新型インフルエンザ

の診療に従事することを想定し、研修・訓練を実施する見通しである。医療機関としてもこう

した研修・訓練に職員を積極的に参加させることで、流行時に周囲と連携しながら適切に対応
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できる人材を養成する。

　ボランティア、学生、他の医療機関からの応援については課題も多いが、可能性について検

討する。また、退職した医療従事者や職員は即戦力になる可能性があるため、本人と相談し非

常時の応需体制に組み込めるかを確認しておく。

確認する人的資源の例

１．医師、看護師、薬剤師、検査技師、放射線技師、事務職員などの数

２．公共交通機関が止まった際に来られなくなる可能性のある職員の数

３．学校が閉鎖になった際に子供の世話などで出勤できなくなる可能性のある職員の数

４．インフルエンザの診療が可能な医師の数

５．教育などの支援によりインフルエンザの診療が可能な医師の数

６．人工呼吸器の管理が一人で可能な医師の数

７．人工呼吸器の管理が支援によって可能な医師の数

８．人工呼吸器の対応が可能な看護師の数

９．トリアージの電話対応について教育を受けた事務職の数

10．院内の委託業務の会社にも確保できる人材について推定の依頼

２．新型インフルエンザに関連する医療ニーズをできるだけ少なくする

　第一段階において、慢性疾患等を有する定期受診患者については、この段階において事前に

かかりつけ医師が了承し、その旨をカルテなどに記載しておくことで、第三段階のまん延期に

発熱した際に、電話診療により新型インフルエンザへの感染の有無について診断ができた場合

には、ファクシミリ等により抗インフルエンザウイルス薬等の処方箋を発行することができる。

医療機関と調剤薬局においてこうした対応ができるような仕組みを確認する。

　第一段階から、不安に思う患者からの問い合わせがある可能性がある。中には感染が疑われ

る人もいるかもしれない。保健所などに発熱相談センターが設置されるが、医療機関に直接電

話や受診をする可能性がある。第二段階以降に備えて必須になるのは電話によるトリアージ（振

り分け）である。

　電話によるトリアージの目的は感染（疑い患者も含む）した患者が医療機関を受診すること

によって、感染を拡大させないことである。電話の対応の例としては、初期対応は主に事務職

で、それを看護師、医師がバックアップする。そのためにもある程度構造化したものを作成し、

電話対応のトレーニングをする。電話では氏名、年齢、住所、連絡先などの記録をとる。また、

病院の代表電話においては、同時に何回線まで受けることが可能かを確認する。電話で対応で

きない場合には、感染した患者が直接受診することも考えられるので可能な限り対応できる体

制を作る。

　国内で第１例目の患者が診断されたら、医療機関に併設して発熱外来を立ち上げるよう準備
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し、新型インフルエンザの患者もしくは疑われる者の専門外来として運用する。流行のごく初

期の、新型インフルエンザの患者の対応は、感染症指定医療機関や協力医療機関との連携を考

慮する。しかしながら、そうした期間は短期であると予想する専門家が多い。

　発生段階の第三段階のまん延期に入った場合には、発熱外来において軽症者と重症者のトリ

アージ（振り分け）により入院治療の必要性を判断する。病床にも限りがあることから、入院

適応の基準を作る必要がある。

３．待機可能な医療の提供を一時的に減少させる

　第一段階において、慢性疾患を有する定期受診患者については、この段階において定期薬の

長期処方をしておく等、患者の状態に配慮しながら、第三段階のまん延期に医療機関を直接受

診する機会を減らすよう調整する。

　通常の外来、入院、手術件数などの現状を把握する。また、医療機関での待機可能な医療の

提供を一時的に減少させるために待機的手術や入院の延期が、どの程度が可能か検討する。具

体的には、ある月の手術や入院で 1 ヶ月から 2 ヶ月延期できた手術の件数を各科にアンケート

を行う。

　重症患者の治療を効率的に行うために、地域の他の病院・診療所、長期療養施設と連携し、

インフルエンザ以外の患者のうち、引き続き入院加療が必要な者の転院や受け入れの計画を作

る。また在宅でのケアの可能性についても家族やケアマネージャーを交えて調整することが必

要になる。

　透析や産科医療が集約化される可能性もある。こうした地域の医療体制については、保健所

を中心として検討がすすめられることになっているので、これに医療機関としても密接に連携

しながら対策を講じることが望まれる。

４．診療業務以外の部署の運営を確保する

　診療を継続する上では、診療以外の業務が円滑に進むことが必要である。たとえば、事務部

門ではカルテの迅速な作成と医療費の管理、警備部門では、混乱により押し寄せる患者やトラ

ブルに対応する必要がある。また、死亡する患者も一時的に増加する可能性がある。死亡した

患者も感染源になる可能性があるため、遺体を安置する場所の確保のためにも、地域の葬祭業

者との連携が必要になる。患者や職員用の給食を提供する体制やシーツの消毒や清掃も流行時

の診療を継続する上では不可欠である。

　こうした業務は内部の職員が行う場合もあるが、外部の業者に委託していることも多い。ま

ずはそうした委託をリストアップする。また、現段階でどのように対応をするのかを確認をし

ておく必要がある。場合によっては、代替の業者も確保するよう努める。その際には代替業者

が新型インフルエンザに関しては十分な知識がない可能性があるため、感染予防の対処方法な

どについても説明し、理解を求めておくことが必要である。
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５．診療継続のために確保できる職員数と必要な職員数の差について検討する

　これまでの 1．から 4．によって検討された診療継続のために確保できる職員数とまん延期

に必要となる職員数の差を想定し、その差を減らすための方法について検討する。たとえば、

退職した職員、地域にいる医療従事者の活用、他の医療機関からの職員の派遣の可能性も考慮

に値する。

６．倫理的側面や法的側面を検討する

　まん延期には、限られた資源で最大限の効果を得ることが求められる。そうした状況のなか

で、倫理的側面や法的側面について課題になることが多い。そのために、ある程度の計画がで

きた段階で、医療機関での倫理委員会を開催して議論することを検討する。倫理委員会には医

療機関外の第三者も交えて行う。

　 確保できる職員数を推定する

　 新型インフルエンザに関連する医療ニーズをできるだけ少なくする

　 待機可能な医療の提供を一時的に減少させる

　 診療業務以外の部署の運営を確保する

　 診療継続のために確保できる職員数と必要な職員数の差について検討する

　 倫理的側面や法的側面を検討する

 

アクション 5.　 職員の健康を管理する

　前段階の職員の健康管理としては、１．感染予防策の教育、２．インフルエンザの予防接種

の機会の提供、３．妊産婦など感染すると重症化するおそれのある職員を特定できる体制につ

いて検討する。

　流行時には、医療従事者が感染だけではなく、過重労働やストレスなどによる影響を受ける

可能性がある。職員の健康管理は診療継続のための必須条件となるものである。医療従事者自

身が自分でケアできるよう必要な知識を提供する。また、専任で対応できる看護師などを配置

する。ストレスのケアについては臨床心理士などの活用も検討する。その際、現場のニーズを

調整し、可能な限り過剰なストレスに対応できるような支援を行う。

　発熱やインフルエンザ様症状のある医療従事者や事務職員は出勤しないようにする。職員は

１日 2 回は体温を測定し、発熱などがあれば健康管理を担当する職員に申し出て、治療の必要

性について相談する。症状を呈する人が増加した場合には、医療機関の感染対策が不十分であっ

た可能性も示唆されるため、感染管理について見直しを行う。
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　 職員に対して感染やストレスの影響から自分を守れるよう教育する

　 流行時の職員の健康管理ができる職員を選任または育成する

 

アクション 6. 職員、関連機関、地域住民との緊急連絡体制を整備する

　職員、関連機関との緊急連絡体制を整備しておく必要がある。連絡体制は、医療機関からの

発信と、医療機関の受信との双方向が必要である。

　連絡体制の整備にあたり、連絡先のリスト作成だけではなく、医療機関内でだれがどういう

情報を発信し、受信するかを決めておく。まん延期に人員の確保や調整ができるよう職員との

連絡体制を整備しておく必要がある。可能であれば、携帯電話やパソコンのメール機能を活用

して、効率よく情報提供ができる体制が望ましい。医療機関の職員が発症したり、家族の都合

により来れなくなった場合の連絡を集約できるような院内の担当者も決める。

　地域の関連する機関（医療機関、行政機関や関連業者を含む）の緊急連絡体制の整備を行う。

たとえば、管轄の保健所、転送可能な長期療養施設、給食業者、医薬品業者などがある。こう

した緊急連絡体制は先方の連絡先や担当者が変わる可能性があるため、半年または１年に１回

は定期的に見直す。これらは地震などの災害対策として既に地域ごとに取りまとめられている

可能性があるので、院内の担当者に確認しておく。

　流行が始まると地域住民への情報発信も必要となる。医療機関での発熱外来の設置場所（感

染拡大させない動線の周知）や提供可能な医療の現状、場合によってはマスコミの対応も求め

られる。地域住民に対する情報はインターネットだけではなく、張り紙や地域の民生委員など

あらゆる手段を用いて伝達することが必要となるため、地域の行政機関とも連携する。

　 緊急連絡先のリストを作成する

　 だれがどの情報を発信し、受信するかを決める。また院内での情報を集約

する担当者を決める

　 地域への情報発信のあり方を検討する

 

アクション 7．地域の医療機関と行政機関との連携を始める

　アクション６においては、連絡体制を整備した。アクション７では連携を始める。これは一

つの医療機関だけでは対応が難しいが、まずは新型インフルエンザを機会をみつけて話題にす

るなど少しずつでも自主的に始めることによって地域での取り組みが進むきっかけとなる。

　医療体制に関するガイドラインにおいては、都道府県は、原則として二次医療圏を単位とし、
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保健所を中心として、地域医師会、地域薬剤師会、国立病院機構や大学病院等を含む医療機関、

薬局、市町村、消防等の関係者からなる対策会議を設置することになっている。こうした対策

会議が今後行われる予定であり、医療機関の代表者は積極的に参加することが求められる。

　 地域の医療機関、診療所、長期療養施設などで話題にして連携を始める

　 保健所などでの地域の会合の場があるかを確認する

 

アクション 8. 医薬品や必要物品を確保できるか確認する

　新型インフルエンザの流行の一つの波は、対策を何もしない場合約 2 ヶ月続く可能性がある。

その間に必要となる医薬品や医療機器（例：静脈注射用ポンプ、人工呼吸器など）や感染防護

具（例：マスク、ガウン、手袋など）、手の消毒剤の量を推定し、確保できるようにする。

　 流行時に必要となる物品とその量の推定を行う

　 流行時に確保できるよう業者との連携を始める

 

アクション９. 職員の行動を明確にする

　アクション 3 ～ 8 において作成した医療機関としての行動計画を元に、部署や職種ごとの具

体的な行動を記した職員用のマニュアルを作成する。職員用のマニュアルも、流行の段階ごと

において示す。

　作成した後は教育の機会などで周知徹底を行う。マニュアルには、感染防護策と診療継続体

制のあり方を示す。マニュアルも最初から完璧なものではなく、アクション 10 で演習を行い

改訂を行う。

　 行動計画をもとにした医療機関の部署や職種の具体的な行動を決める

　 マニュアルの作成を行い、周知させる

アクション 10. 訓練を実施する

　診療継続計画やマニュアルをもとに医療機関で訓練の実施を行い、解決できていない課題を

明らかにして、継続して検討する。

　訓練の例として次の 2 つをあげる。１．国内において流行が始まって初期の第１例目が地域
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で出た場合（第二段階）、２．国内でまん延した場合（第三段階まん延期）である。それぞれ

のシナリオとして次のものが上げられる。

　 机上または実地演習の実施

　 さらなる課題の抽出を行い継続して検討する

シナリオ1.

　
　20XX 年 XX 月 XX 日。アジアのある国で新型
インフルエンザの患者が発生したという報道が
あって 14 日目。日本国内のある地域（医療機関
から 300km ほど離れた場所）で新型インフルエ
ンザに感染したと診断された第 1 例目の患者が報
告された。国内で第 1 例目が確認されてから 5 日
目の今日、あなたの医療機関の地域ではこれまで
新型インフルエンザの発生が報告されていなかっ
たが、保健所の設置した発熱相談センターを受診
せずに、インフルエンザ様症状を発症した患者が
来院していると外来から連絡があった。現在はこ
の地域では第二段階である。
　医療機関としてどのように対応するか？

討論すべきことの例

　
１．医療機関での意思決定と初期対応

２．保健所や発熱相談センターへの報告

３．患者の治療のあり方

４．地域との連携

５．職員やその他の患者の感染管理

６．報道の対応

７．接触者の確認

シナリオ2.

　
　国内での第 1 例目の患者が発生して 10 日目。
すでにあなたの医療機関の地域でも新型インフル
エンザの流行が報告され、すでに第三段階のまん
延期に入ったと都道府県も政府も発表した。人口
の 5%程度が感染しているという報告もある。
　現在、医療機関の病床の 20%が、新型インフル
エンザに感染した患者である。
　医師も看護師も、そして事務職員も人数は普段
の数の 70%程度である。職員の中にも感染した疑
いのある者がいるようである。社会はパニックの
様相を呈しており、医療機関にも相談の電話が継
続してかかっている。死者も数名でており、安置
する場所の確保が難しくなっている。（社会の状
況は６ページのまん延期を参照いただきたい）。
　このような状況の中で医療機関が現段階から検
討しておくことについて討論せよ。

討論すべきことの例

　
１．医療機関での意思決定の体制

２．診療継続のための人員確保

３．発熱外来の運営

４．重症患者の治療

５．保健所や発熱相談センターとの連携

６．地域の医療機関との連携

７．職員やその他の患者の感染管理

８．物品の確保

９．関連業者の確保
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 5 おわりに
　ワークブックを用いて医療機関での診療継続計画作りを始めることができたであろうか。検

討するうちにワークブックで取り上げられなかった項目が課題として多数あがったと思われ

る。それらについてもさらに今後も継続して検討する。

　本ワークブックにおいて取り上げられなかった側面の代表的な面である財務面、倫理的側面、

法的側面について簡単に触れる。

　財務面については、流行による社会影響によって未収金が多発する可能性がある。職員に対

する給与の支払いや医療機関の財務面での影響についても考慮し、キャッシュフローなども確

認が必要である。

　倫理的側面については、難しい点が多い。特にまん延期においては、限られた医療資源の分

配にあたって様々な判断が求められる。WHO の報告書では、「より多くの生命を守るために

はどうしたらよいか」を考え方の基本とすることが示されている。しかしながら、子供と高齢

者とどちらを救うかといった選択においては、現段階では十分に示されていない。わが国でも

こうした側面について、今後専門家の間で議論を進めることが求められる。

　法的側面についても多岐にわたる課題がある。入院患者を可能な限り自宅療養にするような

方向性があるが、それによって起こりうる医療過誤の責任や、電話によるトリアージの責任の

あり方などが挙げられる。また、その他に労働時間に関しては労働基準法がある。また場合に

よっては就業規則の見直しも必要である。こうした法的な側面についても今後検討が求められ

る。

　本ワークブックにより、より多くの医療機関が備えを行い、国民の危機ともいえる新型イン

フルエンザの流行に対して一丸となって対応することで被害を最小限にすることが可能にな

る。そのためにもこうした備えが必要である。

　なお、冒頭に示したようにこうした計画は新型インフルエンザに限らず、その他の新興・再

興感染症に関しても適用できるものである。

平成 20 年度厚生労働科学研究費補助金
「新型インフルエンザ大流行時の公衆衛生対策に関する研究」

（主任研究者：東北大学大学院医学系研究科微生物学分野教授　押谷仁）

編集／和田耕治（北里大学医学部衛生学公衆衛生学）
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6 付録  チェックリスト一覧
未
対
策

対
策
中

対
策
済

チェックポイント 担当者又は進行状況

□ □ □ １. 医療機関としての方針と担当組織を設置す
る

□ 医療機関の方針を明記する
□ 準備期と流行期の意思決定組織を設置し、

メンバーの役割を明確にする

□ □ □ 2. 迅速かつ的確な情報を確保する
□ 新型インフルエンザの最新情報を収集す

る人を選任する
□ 関連情報を収集する
□ 医療機関で情報を周知する方法を検討す

る

□ □ □ 3. 受け入れ病床の確認と患者の動線の確保を
する

□ 全体の病床の 10%から 20%を新型イン
フルエンザの重症患者に対応させた場合
の病床を確保する

□ 確保した病床での人工呼吸器管理の可能
性について検討する

□ 医療機関の見取り図に発熱外来の場所や
病床までの患者の動線を書き込む

□ □ □ 4. 受け入れ能力を調整する
□ 確保できる職員数を推定する
□ 新型インフルエンザに関連する医療ニー

ズをできるだけ少なくする
□ 待機可能な医療の提供を一時的に減少さ

せる
□ 診療業務以外の部署の運営を確保する
□ 診療継続のために確保できる職員数と必

要な職員数の差について検討する
□ 倫理的側面や法的側面を検討する

□ □ □ 5. 職員の健康を管理する
□ 職員に対して感染やストレスの影響から

自分を守れるよう教育する
□ 流行時の職員の健康管理ができる職員を

選任または育成する
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WorkBook

未
対
策

対
策
中

対
策
済

チェックポイント 担当者又は進行状況

□ □ □ 6. 職員、関連機関、地域住民との緊急連絡体
制を整備する

□ 緊急連絡先のリストを作成する
□ だれがどの情報を発信し、受信するかを

決める。また院内での情報を集約する担
当者を決める

□ 地域への情報発信のあり方を検討する

□ □ □ 7. 地域の医療機関と行政機関との連携を始め
る

□ 地域の医療機関、診療所、長期療養施設
などで話題にして連携を始める

□ 保健所などでの地域の会合の場があるか
を確認する

□ □ □ 8. 医薬品や必要物品を確保できるか確認する
□ 流行時に必要となる物品とその量の推定

を行う
□ 流行時に確保できるよう業者との連携を

始める

□ □ □ ９. 職員の行動を明確にする
□ 行動計画をもとにした医療機関の部署や

職種の具体的な行動を決める
□ マニュアルの作成を行い、周知させる

□ □ □ 10. 訓練を実施する
□ 机上または実地演習の実施
□ さらなる課題の抽出を行い継続して検討

する
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はじめに
～新型インフルエンザの

患者がやってくる？～

新型インフルエンザ流行についてあなたの医療

機関では準備を始めているだろうか。厚生労働省

の試算によると新型インフルエンザが流行するこ

とで、わが国の国民の25％の約3,200万人が感染

し、そのうち17～64万人が死亡する可能性があ

る。また、新型インフルエンザのパンデミック時

には1日最大約10万人の患者が入院し、それ以

上の患者が外来を受診すると考えられている。

わが国では幸いなことに2003年のSARS（重症

急性呼吸器症候群）の流行の際に1人も確定した

患者がいなかったこともあり、新型インフルエン

ザ対策に十分に取り組んでいる医療機関は多くな

い。また、新型インフルエンザ対策として準備を

行うことで、「実際の流行が起きた場合には患者

を受け入れなければならなくなるから行わない」と

いう消極的な理由も聞かれることは残念なことで

ある。

本連載は4回にわたって、わが国の一般医療機

関で新型インフルエンザ対策を行うにあたって必

要な事項について、厚生労働省並びに米国CDC

（米国疾病予防管理センター）が示したガイドライ

ンやチェックリストをもとに概説する。1回目で

ある今回は、医療機関での意思決定の組織づく

り、計画の作成を取り上げる。2回目は、医療

従事者を感染と過労から守るうえで必要な対策

を取り上げる。3回目は、流行時に継続して医

療を提供するうえで必要な備えを取り上げる。

4回目は、感染防護具の基礎知識を取り上げ

る。

新型インフルエンザとは

新型インフルエンザウイルスとは、鳥の間だけ

で感染していた「鳥インフルエンザ」が変異して、

ヒトとヒトの間で感染するようになったインフル

エンザウイルスのことである。変異して流行する

可能性が高いのが鳥インフルエンザH5N1型であ

る。諸外国では、“新型インフルエンザ”より

Pandemic flu（パンデミックフルー）とよばれてい

る。最初に断っておくが、2008年7月30日現在、

新型インフルエンザウイルスが発生する可能性は

高まっているが、実際にはまだ発生していない。

しかしながら、世界保健機構（WHO）は新型イン

フルエンザの流行の度合いとして6段階を想定し

ており（表11））、現在はフェーズ3としている。い

つ、フェーズ4になるかは時間の問題であり、ま

たは一気にフェーズ5以上になる可能性もある。

2

医療機関に必要な
新型インフルエンザ対策
和田耕治（北里大学医学部衛生学公衆衛生学）

第 1 回
シリーズ：新型イ

ンフルエンザ



3

すでにインドネシアや中国ではヒトからヒトに感

染したのではと疑われる症例も報告されている。

歴史に学ぶ

2003年にSARSが流行した当初は、感染経路

やウイルス自体のこともよくわかっていなかった

ため、医療従事者はSARSに感染した患者（可能

性例を含む）を診察・処置を行った場合には、そ

の後10日間の出勤停止ということが日本医師会

の指針で示された。出勤停止は、民間病院や診

療所にとっては経営上の死活問題につながること

もあり、医療機関として受け入れるかどうかは議

論が分かれた。

SARSが実際に流行し、医療従事者も院内で感

染した北京の医療機関での対応は麻生幾氏の

『38℃北京SARS医療チーム「生と死」の100日』（新

潮社2003）に詳しい2）。目に見えない恐怖と同僚

が感染して死亡するなかで医療を提供することは

容易ではなかった。また、感染対策については、

個々人のコンプライアンスが重要であり、対策を

十分に行わないことで自分や同僚に感染させる恐

れがあった。それゆえ北京の医療機関では、特別

チームが結成され、限られた医療従事者が長時間

労働と感染のリスクのなかで治療を行った。彼ら

の勇気ある行動に敬意を表したい。

新型インフルエンザとしては、1918～1920年

にスペインかぜが世界中で流行し、わが国でも約

2,380万人が感染して約39万人が死亡したと伝え

られている。米国の医療機関（図13））での記録に

よると、ある総合病院の看護師は一度に52人が

感染して医療を提供できなくなった。また、1918

～1920年の医師の死亡の原因の30％がインフル

エンザ肺炎によるものであった4）。

新型インフルエンザは
どのように感染するか？

通常のインフルエンザが感染する経路は、主に

は「飛沫感染」で、感染した人がくしゃみ、咳をす

ることでウイルスが約2メートルを浮遊し、感染

していない人の鼻粘膜や結膜から侵入する。ウイ

ルスは2メートル手前で落下するためそれ以上離

れている場合には感染する可能性は低くなる。ま

た、“接触感染”によっても感染しうる。

最も恐ろしいのは、多くの人に感染させうる

「空気感染」である。空気感染は、麻疹に特徴的

で病原体が飛沫核とよばれる非常に小さな粒子に

パンデミック間期 ヒト感染のリスクは低い 

動物間に新しい亜型ウイルス 
ヒト感染のリスクはより高い 

が存在するがヒト感染はない 

パンデミックアラート期 ヒト－ヒト感染が無いか、またはきわめて 
 限定される 

新しい亜型ウイルスによる ヒト－ヒト感染が増加していることの証拠 
ヒト感染発生 がある 

 かなりの数のヒト－ヒト感染があることの 
 証拠がある 

パンデミック期 効率よく持続したヒト－ヒト感染が確率 

1

2

3

4

5

6

表1 世界保健機関（WHO）によるパンデミックインフルエンザ警報フェーズ（文献1より引用）

現在はフェーズ3である。



なって、空気中を漂って、遠いところにいるヒト

にも感染させることである。通常のインフルエン

ザは、2メートル以上離れた人に感染することはあ

るが、限られた空間内（病室など）にとどまってお

り、いわゆる「空気感染」はしないといわれている。

新型インフルエンザが感染する経路は、十分

に明らかにされていないが、通常のインフルエン

ザと同様に「飛沫感染」と「接触感染」が主で空

気感染はしないのではと考えられている。感染

から守るためのマスクなどの防護具については連

載の4回目でより詳細に取り上げる。

国内のガイドライン

国内の医療施設での対策に関するガイドライン

としては新型インフルエンザ専門家会議が示した

『医療施設等における感染対策ガイドライン』5）が

ある。インターネットで無料でダウンロードが可

能であるのでぜひ早いうちに入手して一度は読ん

でおきたい。ガイドラインはWHOのフェーズ4以

降を対象としており、現在のフェーズ3で何をす

るかということは十分に触れられていない。

フェーズ4“ヒト－ヒト感染が増加している証拠

がある”となった段階ではSARSの時同様に“パ

ニック”も予想される。現段階から医療機関は自

主的に準備をする必要がある。項目としては以下

のものが具体的に示されている。

①感染経路

②感染対策の種類

③部門別の感染対策

④死後の処理に関する感染対策

⑤患者搬送における感染対策

国立感染症研究所でも鳥インフルエンザ感染の

疑いがある患者の管理・治療・医療従事者の感染対

策や防護具に関する情報提供を行っている6）。

米国のガイドライン

米国においては、さらに詳細なガイドラインや

情報を以下のサイトなどで提供している。両方と

も米国保健福祉省（Department of Health and

Human Services）が管理している。医療機関向

けだけでなく、企業や地域での対策についても取

り上げられている。

http://www.pandemicflu.gov/plan/healthcare/

h t t p : / / w w w . h h s . g o v / p a n d e m i c f l u / p l a n /

sup3.html

チェックリストについて（表2）

本稿のチェックリストは米国CDCが医療機関

4

第 1 回

シリーズ：新型イ
ンフルエンザ

図1 スペインかぜが流行した際の米国の入院
施設（文献3より引用）
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1.計画作成や意思決定を行う体制作り 
□新型インフルエンザ対策の計画作成を行うことを方針として定

める。 

□さまざまな担当者によって構成された新型インフルエンザ対策

の計画をする委員会を設置する。 

□対策計画をとりまとめる責任者とそのバックアップをする人が

選任されている（氏名・所属・連絡先を記入すること）。通常は、

病院長などの病院トップが勤める。 

　責任者：氏名・所属・連絡先 

　バックアップ担当者：氏名・所属・連絡先 

□対策計画委員に以下の担当者が含まれている 

　□病院の経営者または管理者 

　□医師 

　□看護師 

　□感染管理 

　□災害管理 

　□広報 

　□事務 

　□労働者の代表 

　□産業保健 

　□集中治療 

　□救急部門 

　□呼吸療法 

　□画像診断 

　□ソーシャルワーカー 

　□人材教育 

　□病院のハードのメンテナンス 

　□清掃・消毒 

　□警備 

　□食事サービス 

　□調剤 

　□IT（情報技術） 

　□購買管理部及び必需品管理 

　□検査室 

　□メンタルケア 

　□その他のメンバー（必要に応じて） 

　（例：ボランティアサービス、自治体代表者、葬儀屋） 

　□弁護士・リスク管理 

□保健所や都道府県の新型インフルエンザ対策本部などインフル

エンザ対策計画に関する情報源を確認する（氏名・所属・連絡

先を記入する）。 

　保健所：氏名・所属・連絡先 

　都道府県の新型インフルエンザ対策本部：氏名・所属・連絡先 

□市町村の対策チームと市町村保健センターを特定する（それぞ

れの氏名・所属・連絡先を記入する）。 

　市町村対策チーム：氏名・所属・連絡先 

　市町村保健センター：氏名・所属・連絡先 

□地域のなかで新型インフルエンザ対策の情報交換を行う。 

 

 

2.書面によるパンデミック・インフルエンザ対策計画の作成 
□厚生労働省の新型インフルエンザに関する文書のうち、関連性

のある箇所（http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-

kansenshou04/09.htmlで入手可能）を入手して計画立案に活用

する。 

□県や市町村により作成された計画を入手する。 

　□県 

　□市町村 

□医療機関の対策やその他の関連資料を職員が閲覧できるように

する。 

□流行ヘの対応（例：人材配置、物資手配など）を地域レベルで調

整するため、地域の対策計画や対応チーム、病院、ほかの医療

施設との連携を含めた方策を盛り込む。 

□計画実行において権限のある人物と組織体制を特定する。 

□計画実行する、施設内の担当部署および職員を特定する。 

□主要業務に携わる予備チームの役割を明確にする。 

□計画を試行するための机上演習を行う。 

　実行日： 

□計画を試行するための現場演習を行う。 

　実行日： 

□計画は演習や訓練で新たに判明したことや最新情報を踏まえ、

定期的に更新する。 

 

　新型インフルエンザ対策に関する計画立案は、流行時に継続し

た医療を提供するために重要である。本チェックリストは、米国

疾病予防管理センター（CDC）が、医療機関でのインフルエンザの

パンデミック対策を目的として作成したチェックリストを元に筆

者らが日本の現状に合わせて改定したものである。病院間の差（例：

患者層の特徴、医療施設や地域社会の規模、診療範囲）を考慮し、

それぞれの病院のニーズや環境に応じてこのチェックリストを修

正する必要がある。このチェックリストは既存の計画または包括

的な新型インフルエンザ対策計画の現状を評価する方法のひとつ

として使用していただきたい。 

　効果的な計画とするためには、県や市町村の保健所、感染症指

定医療機関、治療に必要な物資供給源からの情報を統合すること

が必要である。包括的な新型インフルエンザ対策計画の立案は、

病院が他の緊急事態の計画立案を行う際にも有用である。 

表2 医療機関での新型インフルエンザ対策チェックリスト パート1

謝辞：本連載のチェックリストの作成には山田美佳氏の協力を得た。



向けにまとめたものであり、今回は医療機関での

意思決定の組織づくり、計画の作成を取り上げ

た。医療機関のリスクマネジメント委員会などで

活用していただきたい。

新型インフルエンザに限らずこのような対策を

行うことにおいて最も重要なことはトップの決意

であり、院長や理事長のリーダーシップが発揮さ

れる場である。

ほとんどの医療機関で大規模な流行が起きた際

には患者を受け入れる必要がある。それゆえ、患

者を受け入れないという方針よりも、どういう状

況で受け入れるのかを検討する必要がある。医療

従事者には、感染のリスクを低減するための対策

を周知し、無用な不安を抱かせないようにするこ

とで患者を受け入れる可能性について理解を得る

必要がある。

新型インフルエンザについては都道府県やその

管轄にある保健所が患者の報告などの窓口になっ

ているため担当者の確認などを行う。保健所に

よっては、定期的に勉強会などを開催しているこ

ともあるため可能な限り参加して意見交換を行う

ことが望ましい。

対策計画の作成にあたっては、前述の厚生労

働省や都道府県、市町村により作成された計画

を手に入れる。また、責任者を選任していること

が実際の対応を行う場合には重要である。さらに

は机上演習などを行い、対策の不備などをみつけ、

さらなる対策の改善を行う。

最初に医療機関が直面する課題

最初に医療機関が新型インフルエンザ関連の課

題で直面するのは、海外で新型インフルエンザウ

イルスに感染した人が複数人発生したといった、

流行の可能性が報告されたときであろう。SARS

のときにも起こった現象であるが、そうした報道

によって、とりたてて感染しうる曝露があったわ

けではないが“自分の発熱や症状が新型インフル

エンザに感染したのでは…”と心配になった人が受

診する可能性がある。またそのなかに、“実際に

流行地から帰ってきたばかりの人”が混じって受

診する可能性がある。まずは、この段階から想定

して考えてみてもいいであろう。SARSのときにも

まずは電話での受付をするなどの対策が行われた。

対策の費用はだれが負担するか

新型インフルエンザ対策にはある程度お金がか

かる。行動計画を作成するにはその時間と人件費

が必要となるが、感染管理に必要な防護具の費

用については、一般医療機関は診療報酬のなかで

やりくりする必要がある。SARSが流行した際に

カナダのトロントにある病院では、当初感染ルー

トは不明であったこともあるが、最初の1週間で

防護具だけでも1億円かかったという報告もある。

その病院の年間の歳入が50億円であるから相当

な金額である。感染症法において新型インフルエ

ンザに感染した場合には、治療は公費で負担され

るが、防護具などの購入は別の話である。SARS

のときにも外来診療受入医療機関にはガウンやマ

スク、パーテーションなどの備品を購入する資金

として100万円弱の一部を国が提供した。総額で

は約5億円だが、実際に流行した際には相当の費

用がかかることも予想される7）。医療従事者も自

身の健康を守ることができなければ、安心して働

くことはできない。今後は、医療機関が新型イン

フルエンザの準備を行うにあたっての教育や防護

具などの費用の負担についても議論していく必要

がある。

謝辞
貴重なコメントを提供してくれた藤木くに子氏

（北里大学病院感染管理室）に感謝する。
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前回は、新型インフルエンザウイルスが流行し

た際に医療機関に求められるさまざまな意思決定

を行う組織作りと対策計画の作成について取り上

げた。今回と次回の2回にわたって、医療機関で

の流行時における対策計画の具体的な事項を取

り上げる。

2回目の今回は、流行時に医療従事者を感染と

過労から守るための方策を取りあげる。対策計画

の具体的な事項としては、医療従事者の教育や

感染予防策の徹底、サーベイランス、医薬品や防

護具の備蓄、適正な人材配置、ワクチンや抗ウ

イルス剤の使用が含まれる。本稿では、前回同

様、米国CDC（疾病予防管理センター）が医療機

関向けに作成したチェックリスト1）の翻訳（筆者

により一部改変）とその補足説明を行う。わが国

のガイドラインとしては、新型インフルエンザ専

門家会議から「医療施設等における感染対策ガイ

ドライン」2）が示されている。このガイドラインは

インターネットでみることができ、より詳細な情

報が含まれているので一度は読んでおかれたい。

なお、チェックリストには、流行時を想定した

事項が多く含まれている。すべてを今すぐに行う

必要はないかもしれないが、流行時には、チェッ

クリストにあるような事項について難しい判断を

しなければならないことを今のうちから知ってお

くことが重要である。

次回の3回目は主に流行時の医療提供体制につ

いて触れる。

笊感染拡大を予防するために、
職員や患者に情報提供をする

新型インフルエンザが流行した際には、感染し

た患者に接する可能性のある医療従事者は、ほか

の職業と比較しても感染するリスクは当然ながら

高い。図13）に新型インフルエンザウイルスに感染

するリスクを職業別に示した。医療従事者は、高

いリスク故に、流行時には、不安を抱えて職場に

出勤しなくなる可能性がある。

そうしたことを避けるために最も重要なことは、

流行する前から十分な感染予防対策の基礎知識

の提供と、医療機関での医療従事者を守る方策

と準備を職員に示すことである。それにより、職

員全体の医療機関への信頼度が増し、流行時に

も医療従事者を確保することができる。

8

医療機関に必要な
新型インフルエンザ対策
～流行時に医療従事者を
感染と過労から守る～

和田耕治（北里大学医学部衛生学公衆衛生学）
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医療従事者への教育のなかでもわが国で遅れて

いるのは、防護具に関する教育である。例えば、

◎マスクを正確に着用できているだろうか？

◎Ｎ95マスクのフィットテストやユーザーシール

テスト（かつては、フィットチェックとよばれ

た）は誰もが行うことができるであろうか？

さらに、

◎N95マスクは顔の形によって合わない人がいる

ことをご存じだろうか？

筆者らの調査では、特に40歳未満の女性におい

ては自分の顔にフィットするN95マスクをみつけ

るためには最低でも3種類のN95マスクを準備す

る必要がある4）。国立感染症研究所のサイト5）や

国立国際医療センターのサイト6）には必要な防護

具について着用から廃棄まで一通りの手順が示

されており、こちらも確認しておきたい。

笆医療機関での感染予防策を
徹底する

新型インフルエンザウイルスの感染経路は、接

触感染と飛沫感染が考えられている。空気感染

は、季節性のインフルエンザウイルスもある特殊

な環境下のみで起こると考えられており、新型

インフルエンザウイルスも同様であると考えられ

ている。

感染予防策の基本としては、頻回の手洗い、

患者との接触機会を減らすこと（2m以内に近づ

かない）、防護具の正しい使用が求められる。手

洗いは流水と石鹸や、速乾性アルコール消毒剤な

どを用いて行う。

感染予防策は、人々の行動に依存しており、

すべての人が遵守できるのかということは長年の

課題である。感染予防策の必要性と具体的な方

法を教えること、そして場合によっては抜き打ち

での監視と指導が必要になる。感染予防策を怠

ることでほかの人にも感染を拡大させる恐れがあ

ることを再度認識させるべきである。

笳医療機関内の患者や
医療従事者の新型インフルエンザ
の感染サーベイランスを行う

感染症のサーベイランスは、新規発生率の突然

の変化（アウトブレイク、あるいはエピデミック）

を検知することを目的としている。サーベイラン

スの対象は患者だけでなく、職員も含まれる。常

勤職員のみならず、非常勤職員、アルバイト、出

入りしている業者の職員についても情報を集める

必要がある。

Very 
High

■とても高い（Very High）： 
新型インフルエンザウイルスに感染した、または感染が疑われ
る患者の診断に関わる検査（咽頭ぬぐい液の採取）を行う医療従
事者（医師、看護師、歯科医など）。 

■高い（High）： 
新型インフルエンザの患者（疑い例）に接する可能性の高い人。
例：新型インフルエンザウイルスに感染した患者の治療を行う
医療従事者、感染したまたは感染が疑われる患者の搬送をする
救急隊、死亡した患者の病理解剖をする医師。 

■中程度（Medium）： 
学校や職場で大勢の人の約2m以内に近づく必要がある人。 

■低い；警戒は必要（Lower Risk ; Caution）： 
感染した人と直接接触する可能性がない人、不特定多数の人と
約2ｍ以内に近づくことがあまりない人。 

High

Medium

Lower Risk ; Caution

図1 職業別感染リスクピラミッド－職業と新型インフルエンザウイルスに感染するリスク－
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笊 感染拡大を予防するために、職員や患者に情報提供をする。 
□新型インフルエンザの感染対策を職員に教育する責任者を決め、
教育を行う（例：受講の機会を提供する、職員の出席記録を管
理する）。 
（責任者の氏名、所属、連絡先を記入すること） 
　氏名・所属・連絡先 
□通信教育（例：e-learning）や地域（例：保健所や病院主催）での
教育の情報を得て、職員を参加させる。 

□職員の教育には、標準的予防策、防護具の着用、互いに距離を
保つこと、咳エチケットも含む。 

□患者やその家族を対象にした新型インフルエンザ対策の資料（例：
ポスター、パンフレット）や医療施設の訪問者や見舞い者に対
する方針が示されている。 

□医療機関での新型インフルエンザの状況に関し、院内の職員に
伝達する責任者が決定している（第一責任者およびバックアッ
プの氏名、所属、連絡先を記入すること）。 
　第一責任者：氏名・所属・連絡先 
　バックアップ：氏名・所属・連絡先 
□流行時の従業員の不安や恐怖感を予め想定する。また、状況に
応じて適切な情報提供を行う。 

 
笆 医療機関での感染予防策を徹底する。 
□新型インフルエンザに感染した可能性のある患者と接する際、
医療従事者に標準予防策と飛沫感染予防策を徹底する。 

□すべての職員に感染予防策、他人との接触機会を必要最低限に
すること、防護具装着、などの実務的な教育を行う。 

□エアロゾルが発生する手技（例：気管支鏡、気管支挿管、痰の
吸引）を行う場合は、N95またはそれ以上のマスクの使用を徹
底する。新型インフルエンザウイルス感染が確定した、または
その可能性のある患者への処置時にもN95マスクの装着を徹底
する。 

□咳をしている患者にマスクの提供や咳エチケットを指示する。 
□新型インフルエンザウイルス感染が確定した、または疑われる
患者を施設内の指定された箇所または場所に集める。 

□感染予防に関する勧告の更新や、新型インフルエンザ専門家会
議、WHO、CDCのサイトを定期的に確認し、対策の更新を行う。 

□感染予防手順の実施状況をモニターし、徹底する。 
□感染患者の対応をする医療従事者を特定して、十分なトレーニン
グを行う。 

□医療従事者が家に帰ることが難しい場合に滞在できる場所を確
保する。 

 
笳 医療機関内の患者や医療従事者の新型インフルエンザの
感染サーベイランスを行う。 

□新型インフルエンザのサーベイランスの準備として、季節性
インフルエンザ流行時期に、感染が疑われる症状を示す患者や
医療従事者を対象にサーベイランスを実行する。 

□日本国内または医療機関の周辺地域で新型インフルエンザウイ
ルスの流行が報告された場合、医療機関での感染者のサーベイ
ランスを報告すべき保健所や県の責任者などが特定されている。 

　報告先：氏名・所属・連絡先 

□入院患者、ボランティア、職員にインフルエンザ様症状の患者
が出た場合の報告に関して手順が作成されている（例：週毎また
は日毎のインフルエンザ様症状を呈する患者、職員の数の報告）。 

□新型インフルエンザウイルスに感染したおそれのある入院患者
および職員の診断について、手順が作成されている。 
□救急外来に訪れた新型インフルエンザ感染の可能性がある患者、
ほかの医療施設からの感染の可能性のある患者の転院、または
入院のために紹介された感染の対応に関する手順が作成されて
いる。その手順には、感染の可能性のある患者の基準、診断に
必要な検査、必要な感染対策、治療、感染管理者に伝える手順
が含まれている。 
 
笘 医療機関の職員の健康管理を行う。 
□職員は流行時、体調不良やインフルエンザ様の症状があるとき
には出勤しないようにする。 
□流行時、体調不良などの症状のある職員の病欠を認める方針をもつ。 
 
次の項目についても検討する。 
□職務中にインフルエンザ様症状を呈した職員の扱い。 
□感染した職員に伝染性がなくなるまでの間、自宅に留まらせる
こと。 
□治療後の職場復帰の方針。 
□発病した家族のケアをしなければならない職員の扱い。 
□学校などの教育機関が閉鎖した場合、子どものケアをしなけれ
ばならない職員の扱い。 
□新型インフルエンザ様の症状がある場合に出勤せずに医療機関
に報告するシステム（例：電話による報告）を作る。 

□流行時における職員のメンタルヘルスサポートを提供する。 
□職員の毎年のインフルエンザ予防接種歴を記録するシステムを
作る。 
□流行時に、インフルエンザの合併症に罹るリスクの高い職員（例：
妊婦、免疫不全者、65歳以上の職員）の管理に関するプラン。
例えばこれらの職員を休職扱いにする、職場を変えるなどの方
法も含む。 
 
笙 流行時に極端に増加する医療機関への需要に対応する。 
①人材手配 
□職員が、家族または個人の状況により、出勤が不可能になる何
らかの事情（例：学校閉鎖、高齢者ケア、交通機関、政府によ
る命令）があり、来れなくなることを想定する。 

□医療機関の運営を継続するための人材配置を検討する。 
□近隣の大学で医学、看護学などを学ぶ学生の活用を検討する。 
□応援を要請する基準を明確にする。　 
□医療機関が人員不足に陥った際、ボランティアの活用を計画す
る。また、ボランティアに必要なトレーニングを緊急で行うこ
とを検討する。　　 
□地域の医療機関と人材応援に関する協定を結ぶ。 
□人材配置に関する計画には、医療従事者の過労を防ぎつつ、休
みがとれるよう交代勤務を導入することが検討されている。 

医療機関での新型インフルエンザ対策計画の構成要素 



入院患者や外来患者については、症状の確認や

検査を受けることで判断できるが、医療機関の職

員全体となると、流行時には本人が発症して休ん

でいるのか、家族などが感染した恐れがあって休ん

でいるのか、または医療機関で働くことが不安で

休んでいるのかの理由が十分につかめない可能性

がある。そのため、まずは新型インフルエンザが流

行していない時期に季節性のインフルエンザウイル

スに関して職員の感染状況のサーベイランスや連

絡を取ることを行ってみることが有効である。

なお、新型インフルエンザウイルスに感染した

患者を受け入れる状況では、疑い例ならびに診断

例について、保健所などに直ちに報告をする必要

がある。

笘医療機関の職員の
健康管理を行う

医療機関の職員の健康管理は、医療機関の運営

に不可欠であり、十分に考慮する必要がある。医

療従事者が感染した可能性がある場合には職場に

来ることで感染を拡大させる恐れがあるため、職場

に来させないようにする。また一般企業においては、

流行時には職場の入り口での体温測定などを検討

しているが、医療機関でも同様に施設に入る前に

体温測定や症状の有無の確認を行う必要がある。

また、家庭のさまざまな事情などにより出勤で

きない医療従事者も少なくない。出勤した医療従

事者は、より多くの患者に対応するために、過重

労働になる可能性もある。危機管理の視点から

も、最低限の休憩や睡眠時間を確保することが、

約2ヵ月は続くであろう流行に対して忘れてはな

らないことである。

季節性インフルエンザのワクチン接種もさまざ

まな議論はあるが、医療従事者には勧められてお

り、接種を積極的に勧める。

笙流行時に極端に増加する
医療機関への需要に対応する

流行時には、感染した、または感染が疑われる

患者が大勢医療機関を訪れる可能性がある。そう

した意味では、人材手配と必要な医薬品や必需品

の備蓄は医療を継続していく上では不可欠である。
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□流行の間、職員の状況やさまざまなニーズを把握する責任者が
決定している（責任者およびバックアップの氏名、所属、連
絡先を記入すること）。 

　　責任者：氏名・所属・連絡先 
　　バックアップ：氏名・所属・連絡先 
②医薬品や必需品の確保 
　□流行期間中（約2ヵ月続くことを想定する）に必要となる医薬
品や医療機器（例：静脈注射用ポンプ、人工呼吸器など）や感
染防護具（例：マスク、ガウン、手袋、手の消毒剤など）の量
を推定する。 

　□医療機器（例：人工呼吸器）や医薬品（例：抗ウイルス剤や抗
菌薬）の数に限りがあり、配分しなければならない事態に陥っ
た際、使用する患者の優先順位を検討する。 

　□備蓄品に関して地域の関連部署と取り決めをする。　　 
　□医療機器、薬、必要なサービス（例：クリーニング、清掃、
食事サービス）の代替委託先のリストを作成する。 

　□院内の検査室機能の維持と、検体発送を必要とする検査の優

先順位に関する計画がある。また、院内検査室のバックアッ
プの体制を検討する。 

 
笞 プレパンデミックワクチン、抗ウイルス剤に関する計画を
行う。 

□流行時に、プレパンデミックワクチンや抗ウイルス剤の使用、
入手可能性、配給に関する最新の情報を入手する体制を作る。 
□新型インフルエンザ流行時に職員へのプレパンデミックワク
チンの数が限られている場合もあり、医療機関の業務継続に欠
かせない職員にプレパンデミックワクチン接種を優先すること
を想定する。 
□患者へのプレパンデミックワクチン接種を提供する可能性を想
定する。 
□患者に対する抗ウイルス剤を使った予防投薬または治療を行う
ことを想定する。 
□職員に対する抗ウイルス剤を使った予防投薬または治療を行う
ことを想定する。 

表1 医療機関での新型インフルエンザ対策チェックリスト パート2



1．人材手配

極端に業務が増加するために、人材不足は多

くの医療機関で起こりうる。当然、感染を恐れた

り、家族が体調を崩すことで出勤しない医療従事

者も想定される。

人材不足を補うには、どうしたらよいか。

チェックリストでは、ボランティアや学生を活用

することがあげられているが、感染が起きた場合

の補償などについては十分な議論が必要である。

近隣の医療機関との連携により、人材を派遣す

る仕組み作りも求められる。さらには、重要業務

に注力するためにも、緊急性の低いことは延期す

るなどの対策を行う。

一般的に医療従事者は正義感が強いため、流

行時の初期には長時間の労働をする人もいるだろ

う。なかには徹夜を繰り返し行う人もいるであろ

う。しかし、流行は自然災害と異なり約2ヵ月程

度続く可能性がある。忙しくても睡眠時間の確

保、ならびに食事を摂ることの重要性を理解させ、

長期的に集中した医療が提供できるようにする。

2．医薬品や必需品の確保

新型インフルエンザウイルスの流行は約2ヵ月

続くと考えられている。またその後すぐに第2の

流行の波が訪れる。そのような期間に必要な医薬

品などの量を想定し、確保することが必要である。

また、備蓄には費用がかかるため、納入業者との

協議により在庫を抱えすぎないようにするなどの

対策も必要になる。

笞プレパンデミックワクチン、
抗ウイルス剤に関する計画を行う

プレパンデミックワクチンは、フェーズ4になっ

たら分配される予定である。しかし、どの程度新

型インフルエンザウイルスの感染予防に効果がある

かはわからない。数に限りがあるときには、業務の

重要性を判断して、対象者に迅速に接種する。

タミフルやリレンザなどの抗ウイルス剤につい

ても同様に、感染したヒトの治療にどの程度の効

果が得られるかはわからない。予防内服としての

効果も同様である。医療機関でタミフルなどを備

蓄するかどうかという判断はコストや薬剤の有効

期限など検討すべき事項はたくさんある。流行時

には医療機関に抗インフルエンザ薬が分配される

ことになっているが、どのように分配するかは決

められていない。

おわりに

新型インフルエンザ流行時に医療従事者を感染

と過労から守る対策を取り上げた。対策の多く

が、流行していない時期から行うことが求められ

る。流行して患者が受診するようになった際の医

療機関の状況が想像できない方には、SARSが流

行した際の医療機関での対応を題材にしたタン・

ワイマン監督のSARS WAR（サーズウォー）という

映画をおすすめする。机上訓練や演習を行う前に

見ることで実際の取り組みがより具体的にもなる

であろう。最後にもし医療従事者が業務によって

新型インフルエンザに感染した場合に知っておく

べき法的側面について述べる。

1．安全配慮義務について

安全配慮義務とは、労務の提供にあたって労働

者の生命・健康などを危険から保護するよう配慮す

べき使用者の義務である。こうした義務を医療機関

の経営者が怠ったことで職員が損害を被った場合に

は、損害賠償を求められることがある。これは民法

415条の債務不履行が根拠となっている7）。

医療機関が安全配慮義務に問われた判例もあ

る。准看護師が血液ガス測定を指示され、その際

に針刺しをした。その後C型肝炎に患者が罹患し

ていたことがわかり、1ヵ月後に針刺しをした准

看護師もC型肝炎を発症。労災認定もされたが、

准看護師は、肝炎に罹患したのは医療機関に責

任があるとして民事訴訟を起こした。裁判では、

12
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文献

准看護師にも教育されている方法で針を扱わな

かったことについて過失もあるとして一部減額し

たが、医療機関に准看護師に対して2,700万円の

損害賠償を支払うことを命じた8）。

近年、過労死についてもこうした経営者への安

全配慮義務が問われる判例がいくつもでている。

新型インフルエンザについても、十分な感染対策

を行わなかった場合には医療機関の安全配慮義務

が問われる可能性がある。

2．労災保険による補償について

労災保険は、業務上または通勤による労働者の

負傷、疾病、障害、死亡などについて労働者やそ

の遺族のために必要な保険給付を行う公的な制度

である。労災保険は原則として労働者を使用する

すべての事業について適用される。もちろんパート

やアルバイトにも適用される。本文にて触れたボラ

ンティアや学生については雇用関係がなければ労災

保険が適用されないため注意が必要である。

労災保険は、働いている場所によって根拠とな

る法律が異なる。民間病院や、診療所ならびに独

立行政法人となった病院は、労働者災害補償保険

法、市立病院などの地方公務員は地方公務員災害

補償法、国立の医療機関は国家公務員災害補償法

である。それぞれの手続きは若干異なる。ここで

は、労働者災害補償保険法に基づいて記す7）。

労災補償は原則本人または、不幸にして死亡

した場合には遺族からの請求によって審査が始ま

る。労働基準監督署に請求を提出し、業務上疾

病（業務で有害因子に曝露したことによって発症

した疾病）についての認定を受ける必要がある。

業務上疾病の認定基準は労働基準法施行規則別

表第1の2に示されている。そのなかの第6号の1

にて「患者の診察若しくは看護の業務または研究

そのほかの目的で病原体を取り扱う業務による伝

染性疾患」と定められており、針刺しで感染した

ウイルス性肝炎だけではなく、重症急性呼吸器症

候群や新型インフルエンザについても適用される

と考えられる。しかしながら最終的には、労働基

準監督署の判断により決まる。

針刺しであれば、針刺しの事実ときちんとした

記録があれば因果関係については証明できるが、

新型インフルエンザのように日常生活でも感染し

うる病原体の感染に関する業務起因性の判定は

難しくなる可能性がある。それゆえ、医療機関で

は、患者の新型インフルエンザの感染の有無なら

びに、対応した医療従事者の記録をとることが必

要になる。不幸にして感染した医療従事者がでた

場合には因果関係に関する重要な根拠となるであ

ろう。いずれにせよ診療にあたる医療従事者が感

染しないことが筆者の願いである。
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14

医療機関で必要な新型インフルエンザ対策につ

いて3回シリーズで取り上げた。1回目は医療機

関での意志決定のための組織作り、2回目は流行

時に医療従事者を感染や過労から守るための対策

を取り上げた。3回目の今回は、流行時に継続し

て医療を提供するための体制作りについて考えて

みたい。

あなたの医療機関にも感染が
疑われる患者がやってくる

流行時には、感染が疑われる患者のすべてが必

ずしも感染症指定医療機関や発熱外来などを受

診するわけではない。あなたの医療機関に来るか

もしれないし、場合によっては医療機関がパニッ

クに巻き込まれるかもしれない。そのような状況

でも医療機関には継続して医療を提供することが

求められている。

医療提供体制については、新型インフルエンザ

専門家会議よりガイドラインが示されているので

一度は読んでおきたい1）。そのなかで想定されて

いる医療体制について概説する。

国外もしくは都道府県外で新型インフルエンザ

患者が発生した段階で、保健所ごとに発熱相談

センターや発熱外来が設置されることになってい

る。

流行の初期においては、封じ込めを行うため、

感染者は入院勧告の対象となる。こうした勧告に

基づく新型インフルエンザ患者の入院診療を担う

のは、①感染症指定医療機関（特定、第1種、第

2種）、②結核病床をもつ医療機関など、「新型イ

ンフルエンザ対策行動計画」に基づき都道府県等

が病床の確保を要請した医療機関（協力医療機

関）となっている。しかしこれによって、感染者の

封じ込めがどの程度できるかはわからない。封じ

込めの効果を期待しすぎず、感染が拡大すること

を想定して対策を立てるべきである。

また感染が拡大した場合には、「すべての入院

医療機関において新型インフルエンザ患者が発

生、又は受診する可能性があり、こうした医療機

関は各々の診療体制に応じて新型インフルエンザ

診療を担う」とガイドラインには示されていること

を知っておくべきである。

流行が始まった直後から新型インフルエンザの

感染が疑われる患者だけではなく、自分は感染し

たのではと不安になった多くの患者が医療機関を

受診する可能性が容易に想像できる。

流行が始まっていない今こそ、流行時の医療提

供体制について医療機関で検討する必要がある。

第 3 回
シリーズ：新型イ

ンフルエンザ

医療機関に必要な
新型インフルエンザ対策
～流行時に継続して医療を提供する～

和田耕治（北里大学医学部衛生学公衆衛生学）



医療機関と地域との連携

感染症法に基づく対策は、基本的には都道府

県が主導することになっている。一方、市町村は

その役割が明確に示されているわけではない。

現在の状況としては、地域での取り組みは熱心

なキーパーソンの有無によって異なっている。都

道府県としても、市町村に対策を行うよう指示す

るということも難しいようである。

しかし都道府県や市町村の主導がなければ、医

療機関と地域との連携は十分に進まないのも事実

である。まずこうした連携の重要性をより多くの

人が認識し、互いに働きかける必要がある。

以下は、前回（第2回）から続いている米国の

CDC（疾病予防管理センター）の医療機関向け

チェックリスト2）を元に作成したチェックリストを

紹介する（表1）。

笵外部とのコミュニケーション
を取る体制を作る。

新型インフルエンザが流行した場合には、医療

機関と保健所や近隣の医療機関の間で、双方向

で効率的な情報のやりとりが必要である。さらに

状況によってはリアルタイムでの情報伝達が必要

となるため、ほかの医療施設（例：他の病院、長

期ケア施設、居住型施設、地元の病院の緊急医

療サービス、診療所、地域の災害対策ができる団

体）の連絡先も含めたリストを用意する。また、

患者の搬送の連携や病床の空き状況などを共有

するため、地域計画の策定に参加する。

マスコミの対応や患者への情報提供を行う必要

がある。これに対応できる広報担当者を決める。

このような積極的な広報はまだまだわが国の医療

機関にとってはなじみの薄いものであるかもしれ

ないが、今後検討すべき課題である。正しい情報

を迅速に、そして効果的に伝えることにより、混

15

スペインかぜが流行した際の診察風景

（http://1918.pandemicflu.gov/documents_media/06.htm）
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表1 医療機関での新型インフルエンザ対策チェックリスト パート3（文献2より改変引用）

第2回の「新型インフルエンザ対策計画の構成要素」からの続き。Center for Disease Control and Prevention.
Hospital Pandemic Influenza Planning Checklistより。

笵外部とのコミュニケーションをとる体制を作る。 
□新型インフルエンザ流行時に連絡が必要になる管轄の保健所な
どの相談窓口や報告先を特定する。（氏名、所属、連絡先を記
入すること） 

　保健所： 
　　氏名 
　　所属 
　　連絡先 
　都道府県の新型インフルエンザ担当部局： 
　　氏名 
　　所属 
　　連絡先 
□医療機関の広報担当者を決める（それぞれの第一責任者およびバッ
クアップの氏名、所属、連絡先を記入すること）。 
　広報担当者 
　　第一責任者： 
　　　氏名 
　　　所属 
　　　連絡先 
　　バックアップ： 
　　　氏名 
　　　所属 
　　　連絡先 
□流行時に連携が必要になる近隣の医療施設（例：ほかの病院、
長期療養施設、診療所など）のリストを作成する。 

□流行時の医療施設間の情報伝達を含む地域計画の策定に参加す
る。 

□患者やその家族への情報伝達に関する計画と責任者を決める。 
□情報を伝達する相手（例：患者や地域）と伝達手段（例：インター
ネット、新聞記事）を決める。 

 
笨流行時のトリアージと患者受け入れについて計画する。 
□新型インフルエンザ感染が疑われる患者のトリアージの場所を
確保し、飛沫感染予防のために患者と一定の距離を取れるよう
にする。 

□電話によるトリアージ・システムを作る。 
□医療機関に入院を必要とする患者を選別する基準を作る。 
□新規患者の受け入れの停止とほかの施設への紹介を行う基準と
手順を定める。 

□新型インフルエンザ感染が疑われる患者の搬送に関して救急隊
と連携する。 

□入院中の家族の面会や訪問者の制限について規則を定め、周知
する。 
□行政との連携により新型インフルエンザ患者の受け入れにより
病院が隔離された場合に、その隔離の施行と、必要物資や備品、
必需品の輸送および供給とを確実にする計画を定める。 
 
笶極端に増加する医療ニーズに対応するための医療機関の
方針を定め、地域の担当者と協議する。 

□慢性疾患のある患者（例：血液透析など）、妊婦、新型インフル
エンザ以外の治療を必要とする救急の患者への治療を継続する
ことについて医療機関としての方針を作る。 
□急を要しない入院や待機手術の延期を判断する基準を設ける。 
□病院以外での医療の提供（例：往診や、ほかの医療施設への搬送）
に関する計画を地域の担当者と議論する。 
□数に限りのある医療資源の配分にあたって、判断に関わる倫理
的な問題について検討する。 
□治療を必要とする患者の増加に応じて、医療施設の病床数を増
加することを関係当局と討議する。 
□重症患者へ治療を効率的に行うために、同じ地区のほかの病院
や長期療養施設と連携し、引き続き入院加療が必要なインフル
エンザ以外の患者の転院に応じるよう求めたり、受け入れたり
する計画を作る。 
□治療のための病床の確保と、それに伴い必要となる医療機器、
職員、薬剤の確保に関する計画を立てる。 
□医療施設の役割、人材配置、必需品の供給について、地域の計
画担当部署との間で協議をする。 
 
筐流行時の医療機関の警備体制に関する計画を作る。 
□医療機関での混乱を避けるため警備員を登用する。 
□外部からの職員やボランティアを動員した際の院内で身元が確
認できるようにする。 
□患者の動線を秩序ある、統制されたものにする。 
 
筺死亡した患者の対応手順を定める。 
□検死や、死亡した患者の処理件数が急増した際の計画を定める。 
□医療機関で、一時的に遺体安置所として使える場所があること
を確認する。 
□遺体の管理に関して地域の担当部署と協議する。 
□地域の葬儀屋も計画立案の討議に携わる。 
□予想死亡者数に基づき、遺体を包むための布など必要物品の数
を予測し準備する。 

医療機関での新型インフルエンザ対策計画の構成要素（第2回からの続き） 



乱を避け、デマなどにも対応できる。

患者やその家族への情報伝達についても検討が

必要である。すでに入院している患者や外来に

通っている患者の対応についてだけではなく、今

後新たに訪れる患者や、新型インフルエンザの感

染疑いのある患者の対応についても情報を伝える

必要がある。担当者はどのような手段で広く、効

果的に伝えるかを検討する。

笨流行時のトリアージと患者
受け入れについて計画する。

国外もしくは都道府県外に新型インフルエンザ

患者が発生した段階で、電話などにより問い合わ

せができる発熱相談センターや発熱外来が保健所

ごとに設置されることになっている。しかし、流

行してから公表されることが予測されるため、混

乱は避けられない。状況によっては、医療機関で

も感染者のトリアージを行う必要があるであろう。

こうしたトリアージを行う場所では、感染患者

だけではなく、症状はあるが新型インフルエンザ

に感染していない患者も来るおそれがあり、医療

従事者だけではなく、このような人たちの感染対

策も必要である。そのために重要なことは、広い

場所を確保し、飛沫感染予防のためにお互いが一

定の距離（約2m）を取ることである。

新型インフルエンザ対策として、陰圧になるエ

アーテントを補助金などで購入している自治体が

あるが、果たして流行時に活用できるであろう

か？

エアーテントの大きさはさまざまであるが、た

とえば縦4m、横6m、高さ2mとする。トリアー

ジの場所に使用するとしても、2mはお互いに離

す必要があるので、縦が4mとすると2名しか入れ

ない、横は6mであるから3名で、最大でも計6名

しか入れない。医療従事者も距離をとる必要があ

るため、実際に入れる患者は2、3名になるであろ

う。エアーテントはトリアージの場所としては、

狭くて効率的ではない。雨の対策は必要だが、公

園や競技場など広い場所で行うことが望ましいと

いえるであろう。

エアーテントのなかにベッドもいくつかはおけ

るであろうが、新型インフルエンザの確定検査に

は数日かかるため、その間を待つとしても十分な

スペースではない。結論としては、個人的な見解

ではあるが、エアーテントを活用できる場は少な

いと思われる。

トリアージは、広い場所で車を活用し、ドライ

ブスルーのように行うことが感染管理としても有

効と思われる。なぜなら車の中にいればほかの人

と接触する可能性が減り、感染の可能性も減ら

すことができるからである。しかし、自家用車の

ない人の対応については課題が残る。今後トリ

アージの場についてさらに具体的に検討する必要

がある。

感染予防のためにも、患者またはその家族が電

話で医療機関に連絡できる体制も必要である。対

応には医療職が当たる必要があり、また流行時に

は多くの電話がかかってくることが想定される。

誰がその対応にあたるのか、判断をどうするのか、

記録をどう取るかなど課題は多い。電話をしても

話し中が長く続く場合には、感染が疑われる患者

が直接来院したり、場合によっては救急車を使用

したりする可能性もあるため、電話による対応を

十分に行えるような体制が必要である。

また、多くの患者をふるいわけて入院を必要と

するか、どの医療機関に搬送を行うかを迅速に判

断する必要がある。このような基準作りも今後検

討する必要がある。
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笶極端に増加する医療ニーズに
対応するための医療機関の方
針を定め、地域の担当者と協
議する。

流行時には明らかに医療のニーズは高まる。そ

のような状況でも、定期的に医療が必要な透析患

者や妊婦などに医療を提供することも必要であ

る。医療体制に関するガイドライン1）では、感染

が拡大し、すべての入院医療機関において対応す

る必要がある段階においては、「都道府県の判断

により新型インフルエンザとは分離された医療機

関（たとえば透析病院、癌センター等）を設置して

良い」とされている。混乱のなかでこうした判断を

するよりも、本来であれば事前に検討しておく必

要がある。

医療資源は限りがある。特に人工呼吸器をど

の患者に優先的に着用するかというようなことは、

倫理的にも難しい判断である。ニューヨーク州で

は、人工呼吸器使用の優先順位のガイドラインを

作成した3,4）。重症度が高く、回復の見込みが少

ない方には人工呼吸器を使用しないことが示され

ている。

そのほかにも医療資源の配分については、市民

の代表などを交えてある一定のコンセンサスを得

ないと全体的な混乱にもつながる。

筐流行時の医療機関の警備体制
に関する計画を作る。

2006年1月にトルコで鳥インフルエンザが発生

した際、感染地域の住民が不安にかられて地域の

病院に押しかけたため、政府は警察を出動させた。

たとえ流行の初期であっても、その後フェーズが

上がるにつれて社会不安により混乱が生じるであ

ろう。混乱を避けるために警備員の配置も検討す

る必要があるが、当然警備員の感染対策も必要

となる。

混乱を避けるため、人の動線についても配慮が

必要となる。入口や出口、掲示などがわかりやす

くなっているかを常に確認する。

筺死亡した患者の対応手順を
定める。

不幸にして亡くなる患者も出るであろう。死亡

した直後は、ほかの人に感染させる可能性もある

ため、感染対策が必要である。さらに多くの死亡

者が出る可能性もあるため、医療機関での遺体安

置所や地域での火葬施設が対応できない状況もあ

ると考えられる。

訓練に学ぶ

すでに一部の先進的な地域では、保健所や医

療機関において訓練を行い、さまざまな反省点と

課題点を明らかにしている。ここにいくつかを紹

介する。

①診察室の運営については、診察と診察の間の器

材消毒や換気などに時間がかかる。受診者が多

くなると複数の診察の場が必要になる。

②複数の患者の受付を行う場合、どの患者がど

の問診票かがわかりにくくなる。

③発熱外来のトイレが設置されていなかったが、

有事には外来の設置区域内に「受診者用」と「従

業員用」のトイレが必要である。

本稿では、大枠しか触れることができないが、

実際に訓練をしてみることで課題と改善点をみつ

けることができる。今後は、こうした課題と改善
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点の共有を目指す取り組みも必要と考えられる。

おわりに

3回目の今回は、流行時に継続した医療を提供

するための体制作りを取りあげた。すでにお気づ

きの通り、1つの医療機関で対応できることは少

なく、地域で一丸となっての取り組みが必要であ

る。

まだまだ地域には温度差があり、取り組もうと

してもなかなか進まないことがあるかもしれない。

このようなトップダウン的な活動を待つことも必

要であるが、医療機関からボトムアップしていく

ような活動も期待される。

3回にわたって、医療機関に必要な新型インフ

ルエンザ対策について概説した。次回は医療従事

者が知っておくべき防護具について取り上げる。

謝辞
チェックリストの翻訳には山田美佳氏の協力を

得た。また、貴重なコメントを提供してくれた、

藤木くに子氏、高橋由美子氏（北里大学病院感染

管理室）に感謝する。
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新型インフルエンザが流行した際には、多くの

医療従事者は手袋、マスク、ガウンなどの防護具

（注：保護具という用語が法令で使用されている

が、本稿では感染管理の分野では“防護具”とよ

ばれることが多いため防護具で統一した。ただし

法令の引用では法令通り記載した。また英語では

Personal Protective Equipment（PPE）ともよば

れる）の着用が必要になる。しかし、わが国では

防護具について教育の機会があまりなく、防護具

の正しい選択ならびに使用法について十分な知識

がない医療従事者も多い（今井氏の原稿参照

P29）。

一方で防護具業者の営業担当者も新型インフ

ルエンザについては十分な知識がないこともあり、

過剰なまでの防護具の購入を勧めることがある。

医療従事者や購入の担当者は、高価であっても

安心を求めて防護性の高い防護具を購入するかも

しれない。しかし実際の医療行為の現場で防護具

をつけてみると、防護性と機動性のバランスが悪

く、実用的ではないことがある。防護具を着用し

た演習では、「ガウンを着用すると非常に暑くて

汗をかくため2時間以上は着用できない」、「N95

マスクは息苦しい」、「ゴーグルが曇る」といったこ

とがよく指摘される。こうした不快感などにより、

防護具着用のコンプライアンスが低下し、感染リ

スクが増す可能性がある。

本稿では、新型インフルエンザ対策に必要な防

護具を中心に、それぞれの特徴と機能について医

療従事者が知っておくべき知識を紹介する。

防護具に期待できる
感染防御効果

感染予防策には①管理面、②環境面、③防護

具の着用という3つの側面があるが（表1）、防護

具はどの程度の防御効果が期待できるであろう

か。感染防御を考えるうえで基本となることは、

まず個人が感染する可能性を減らすことである。

管理面や環境面での対応を行い、防護具はそれ

をさらに強化するために着用する。つまり防護具

は最後の砦である。過信してはならないし、防護
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具だけ着用すればよいわけではない。実務におい

ては防護具が優先される事態があるかもしれない

が、流行の準備段階では管理面や環境面をしっ

かり検討する。

防護具の管理

防護具は自らを守るものである。感染リスクが

ある場所に入る前に着用するが、必要な場所です

ぐに入手できないと、着用者が減る可能性がある。

そのため定期的に防護具を供給できるよう、体制

を管理する者が必要となる。また防護具が汚染さ

れた場合の廃棄や取り替えにも注意が必要であ

る。自らが感染したり、新たな感染源を作ったり

してしまうおそれがある。また、なかには感染に

対する恐怖で不必要に防護具を使いすぎてしまう

人もいるであろう。新型インフルエンザ流行時に

は、防護具の数も限られている。適正な使用をす

るよう、教育を行うことも必要である。

防護具を購入するにあたって

防護具を購入するにあたっては、医療機関の担

当者も迷うことがあるだろう。さまざまなメー

カーがあり、機能よりも値段を重視する場合もあ

ろう。購入を検討する際には、次のプロセスで行

うことが望ましい。

①感染のリスクに応じたものを選択し、実際に

使用する職員の意見を聴取する。その際、密

着性、快適性などについても考慮する。また、

候補となる防護具は複数の型やサイズを選択

する。

②コストを評価する。管理面または環境面の改

善により防護具が不要となり、全体としてコ

ストが低くなることがある。

③品質に関する検定などの基準に合格している

か確認する。

④個人の身体に合うものかを確認する。

⑤流行時に安定した供給が可能か確認する。

防護具の選定を行ったら、個人に配布して一人

一人の身体の形にあっているか確認し、適切なサ

イズを記録しておく。その際に正しい着用方法を

1．管理面 
　1）感染対策の責任の所在を明確にする 
　2）感染のリスク評価を行う 
　3）医療従事者に対する教育や研修を行う 
　4）患者に咳エチケットを促す 
　5）ワクチン接種を行う 

2．環境面 
　1）必要な換気設備（HEPAフィルターによる濾過）を設置する 
　2）隔離部屋を確保する 
　3）感染した患者と一定の距離（2m以上）が取れるような場所を確保する 

3．防護具 
　1）感染リスクに応じた防護具の提供 
　2）防護具の使用に関する教育 
　3）防護具の使用状況のモニタリング 

表1 感染予防のための3つの側面の例



指導する。ここまでを準備段階で行う必要がある。

感染リスクに応じた
必要な防護具

国立感染症研究所のHPでは、感染リスクに応じ

て必要な防護具を表2のように示している1）。

一般患者の問診においては、感染リスクが比較

的低いためサージカルマスクの着用を基本とする。

感染の可能性のある患者と接する場合にはN95マ

スク（DS2規格の防じんマスク）やゴーグルやフェイ

スマスクを着用する。最もリスクの高いと考えられ

る発病者の治療においては、手袋、ガウン、N95マ

スク（DS2規格の防じんマスク）、ゴーグルなどの着

用が必要となる。

すべての防護具に共通であるが、防護具をしてい

ても防護具の下に感染源となる飛沫がまったく付着
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      ヘッド    ゴーグル 
長靴又は

 
  手袋 手袋 ガウン カバー サージカル N95 エプロン 又は シューズ

 
     （1枚のみ） （2枚重ね）  又は帽子 マスク マスク    フェイス 

カバー
 

         シールド 

平時
 一般患者の問診     ※1 

（国内に 一般的な呼吸器 
発病者なし） 症状を有する       ○ 
 患者の診察     

国内発生時
 一般患者の問診 ※2    ○     

（国内に 一般的な呼吸器 
発病者あり） 症状を有する ※2    ○ 
 患者の診察     

 対面調査・問診 ○  ○ ※4  ○  ○  

 通常の診察 ○   ○ ※4  ○  ○  

要観察例 搬送 ※3 ○ ○ ※4  ○  ○  

 侵襲的処置    
 （体液飛散の  ○ ○ ○  ○ △ ○ △ 
 可能性あり）※5 

接触者   
（リスト 対面調査 ○   ○    ○  ○ 
アップ）           

 対面調査・問診 ○   ○ ※4  ○  ○ 

 通常の診察  ○ ○ ※4  ○  ○  

 搬送 ※3 ○ ○ ※4  ○  ○  

 侵襲的処置   
 （体液飛散の可  ○ ○ ○  ○ △ ○ △ 
 能性あり）※5

発病者（疑 
似症以上） 

表2 適切な感染防護具（PPE）の種類と考え方（国立感染症研究所HPより）

※1：インフルエンザシーズンには着用する
※2：パンデミックフェーズが5b以降となり、国内に相当数の新型インフルエンザ発生者がみられている場合に着用する
※3：患者が歩行可能等自分で移動できる場合は、手袋1枚のみでもよい
※4：毛髪がガウンまで垂れ下がったり、あるいはマスク・ゴーグル装着の際に毛髪がじゃまになる場合等には装着
※5：侵襲的処置には、気管内挿管、気道からの検体採取、気管内吸入等の経気道処置も含まれる
△：必要に応じて現場で判断する



しないわけではない。終業後、帰宅前にシャワーな

どの入浴などをすることも検討する。

ここでは、新型インフルエンザ対策で着用するこ

とが考慮される手袋、ガウン、ヘッドカバー、ゴー

グル、フェイスシールド、シューズカバーを取り上

げる。紙面の関係上要点のみとなるため、正しい装

脱着については国立感染症研究所のHP1）を参照い

ただきたい。

1．手袋

ラテックスアレルギーの可能性を考慮し、ラテッ

クスフリー素材のものをなるべく購入する。手のサ

イズはさまざまであるため複数のサイズを購入する。

また、汚れた手袋で顔や防護具の調整をしない。環

境にむやみに触ったりしない。手袋を外したあとに

は必ず手を洗う。

2．ガウン

皮膚や衣服を守るものである。要観察例、接触

者、発病者の診察の際に着用が必要である。着用

すると蒸し暑い、動きにくいなど不快感を伴う。

特に暑い環境では、ガウンの下はかなり暑くなる。

わが国において鳥インフルエンザに感染した鳥の防

疫作業を行った際、6月の屋外作業であったため、

熱中症のリスク管理が必要であった2）。暑さには慣

れがあるので、炎天下で土木作業をしていた人は

暑さに耐えることができるようであるが、多くの医

療従事者には対策が必要になるだろう。

また、ガウンを着用したからといって、下に着て

いる白衣が感染のリスクから守られているわけでは

ない。白衣の管理も必要である。使用後は交換し、

洗浄する。余談であるが、洗浄を行う多くの業者

は感染リスクを恐れて流行時に業務を中止する可

能性もある。業者には感染対策を説明したうえで、

流行時にも連携が取れるようにしておく。例えば

洗浄する白衣などは、アクアフィルム（図1A）に入

れておくと搬送時の感染リスクを下げることができ

る。アクアフィルムは水分によって溶けるため、業
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A アクアフィルム サージカルマスク N95マスク（DS2規格の防じんマスク） 

電動ファン付き呼吸用防護具 
BL-100H（PAPR） 

フェイスシールド 

A、B、E：モレーンコーポレー
ション提供、 
C、D：興研株式会社提供 

図1 感染リスクに応じたさまざまな防護具



者の担当者が中の白衣に触れることなく熱湯洗濯

を行うことができ、感染リスクが管理できる。もち

ろん医療機関として熱湯洗濯ができる設備を準備

しておくことも、ほかの感染症の対策としても検討

に値する。

3．ヘッドカバー・帽子

髪の毛が邪魔になる場合には装着とされている

が、装着すると不快であることも考慮する。でき

れば使用する必要がないように各自で髪の毛の手

入れをする。

4．マスク

飛沫感染、または閉鎖された環境では空気感染

の可能性が否定できない新型インフルエンザの感

染予防においては、重要な防護具である。代表的

なものに、サージカルマスク、N95マスク（DS2規

格の防じんマスク）、電動ファン付呼吸用防護具

（PAPR）がある。それぞれの特徴は表3に示した。

①サージカルマスク（図1B）

本来は、外科手術の際に術者の唾液などが飛沫

して患者の臓器などを汚染しないように作られたも

のである。米国においてはFDAが定めた検定があ

るが、わが国には現時点ではない。しかしわが国の

製品で米国の検定に合格しているものもある。ま

た、同様の検定を行うことができる検査機関はわ

が国にも存在する（日本化学繊維検査協会）。

SARS流行時にサージカルマスクを着用していた

医療従事者が感染しなかったという報告があるが、

前述したように着用者を環境からの感染から守る

ことを想定していないため、感染リスクが非常に高

い場においての防御効果は限定的ともいえる。

②N95マスク（DS2規格防じんマスク）（図1C）

N95とは、米国の国立労働安全衛生研究所の規

格である。N95のNとはNot resistant to oil（耐油

性がない）という意味である。ほかにはR（resistant

to oil；耐油性あり）やP（oil proof；耐油性あり）と
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 サージカルマスク N95マスク 電動ファン付呼吸用防護具 
  （DS2規格の防じんマスク） （PAPR）  

価格 1枚約10円～ 1枚約100～400円 数万円（約3～20万円） 

再利用 できない できない できる 

手入れの必要性 不要 不要 必要（消毒とフィルターの交
換）、電池の充電 

フィットテスト 
の必要性 

不要（空気の漏れはいずれにせ
よ生じる） 

必要 不要 

規格 わが国にはサージカルマスク
の国家検定はない。米国には
FDA（食品医薬品局）による検
定がある 

米国のNIOSH（国立労働安全衛
生研究所）にてN95マスクの検
定がある。わが国では国家検
定として防じんマスクDS2が
同等の規格として存在する  

吸気のフィルターとなる吸収
缶について国家検定がある 

環境からの 
感染の防護 

フィルターを通らない空気を吸
入するため環境からの感染の
防護性は限定的（ただしSARS
の流行では効果があったとい
う報告がある）  

正しく装着できた場合には防
護性は高い（ただし息苦しさを
伴うため継続して正しく着用
する。弁がついているものは
多少息苦しさが少ない）  

防護性は高い（息苦しさも少な
い） 

用途 手術時に自分の唾液が患者の
術野に入らないようにする 

捕捉しにくい0.3μｍの粒子を
95％捕捉できる。そのほかのサ
イズの粒子も十分捕捉できる。 

環境からの飛沫などの粒子状
物質を電動ファンとフィルタ
によって除去した清浄な空気
を、着用者に送風する 

表3 さまざまなマスクの特徴



いった規格がある。通常は医療現場では耐油性は

必要ないので、Ｎの規格のものが使われている。

N95の95とは、マスクのフィルターが最も捕集

しにくい（フィルターを通過しやすい）0.3μｍの塩

化ナトリウム（NaCl）が95％捕集されるということ

である。結核菌を含む飛沫核は直径1～5μｍとさ

れ、インフルエンザの飛沫は5μｍ程度であるた

め、どちらも捕集可能である。

わが国にも同様の国家検定による規格がある。

それがDS2規格の防じんマスクとよばれるものであ

る。残念ながらわが国の医療機関ではN95マスク

という名称が一般的に知られており、DS2という

規格はあまり知られていない。産業現場では通常

使用されている名称であるが、今後医療において

も認知が広まることが期待される。ちなみにDSは

disposable solidという意味である。1～3のグレー

ドがあり、DS2がN95と同等である。欧州では、

FFP2という規格が94％以上の捕集ができるとされ

ている。

ただし、注意が必要である。こうした規格はマ

スクの性能についてだけであって、実際には顔とマ

スクの間から空気（マスクのフィルター部分で捕集

されていない空気）が漏れて入ることがある。その

空気には、飛沫が含まれる可能性があるため、顔

にフィットさせることは非常に大きな課題である。

このような漏れを減らすために、フィットテスト

やユーザーシールチェックを行う必要がある。

フィットテストとは、マスクを着用してその上から

フードをかぶり、中にサッカリンやBitrexとよばれ

る成分を吹きかけ、甘みや苦みを感じるかどうかを

試すものである。普通の呼吸だけではなく、着用

して以下のような動作を行いテストする。動作に

よって甘みや苦みを感じたら、十分にフィットして

いない可能性がある。

①普通の呼吸

②深呼吸

③顔を右や左に動かす

④顔を上や下に動かす

⑤声を出す（あいうえおの50音を言う。何らかの

文章を読む）

⑥顔をしかめる

⑦腰を曲げる

⑧普通の呼吸

筆者らは、カナダの医療機関で1,295人の医療

従事者を対象に定性的なフィットテストを行った。

その結果、男性では93％程度、女性では80～

88％が第1選択としたマスクにフィットした。その

うち40歳未満の女性では80％しかフィットせず、

残りの20％の女性はほかのマスクを必要とした。

しかし、3種類のマスクを準備したところ、99％の

人が自分にフィットしたマスクを見つけることがで

きた。医療機関にとっては、マスクを購入する際

に1種類に限定するほうが、コストが安い場合もあ

るかもしれないが、医療従事者がフィットするマス

クを見つけられない可能性があるため注意が必要

である。

ユーザーシールチェックとは、着用する度にマス

クがきちんとフィットしているかを確認する方法で

ある。具体的には、両手でマスクを完全に覆うよ

うにして息を吐き、その際に鼻の周りなどから息が

漏れているようなら密閉性が十分ではないため、ゴ

ムひもの調整を行うなどして正しく着用する。着

用していて呼吸が苦しくないということは、フィッ

トしていない可能性がある。

③．電動ファン付呼吸用防護具（Powered Air-

Purifying Respirator；PAPR）（図1D）

付属している電動ファンが、環境中の空気を吸

引・送風する点が特徴である。それゆえ呼吸が楽

であり、長時間の着用ができる。最近は着用者の

呼吸に同期し、より呼吸が楽なものもある。フー

ド型のPAPRも存在するが、空気を取り入れる部

分が重たいことは欠点である。

PAPRは新型インフルエンザの感染予防において

理想のマスクである。マスクに入ってくる空気は高

性能のフィルターを通り、またマスク内が陽圧に保

たれるため漏れも少ない。価格は高め（約3～20万

円）ではあるが、感染者を出さないためにはリスクの
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高い場では必要である。医療従事者全員の分を準

備することは難しいかもしれないが、直接感染患者

のケアにあたる場においては購入を検討する必要が

あると思われる。

5．ゴーグル、フェイスシールド

ゴーグルは結膜を守るものである。着用すると視

界が曇ることがある。なかには曇らないように工夫

されたものもあるので試着したうえで購入する。メ

ガネの上から着用できるものもあるが、着用になれ

ていないと煩わしく感じることや、サイズが合わず

にずり落ちてしまうこともあるため、装着感のよい

ものを選ぶことが大切である。また、通常の個人

用メガネはゴーグルの代用にはならない。

フェイスシールド（図1E）は顔、鼻、口、目を守

るものであり、ゴーグル同様重要な防護具である。

消毒すると再利用できるものもある。

6．長靴またはシューズカバー

表2においても現場に応じた判断となっている、

着用すると動きにくくなるため、靴になるべく触れ

ないよう意識するなどの対処が望ましい。

試着や演習の勧め

医学教育においても卒後教育においても、残念

ながら防護具について十分な教育は行われていな

い。正しく着用できていないことが感染のリスク

につながるため、実際に着用をして学んでおく必

要がある。

試着により自分にあったサイズをみつけ、また

医療機関は誰がどのサイズかを把握し、後述する

備蓄のための購入の目安を知ることができる。

どの程度備蓄すべきなのか？

備蓄量については、流行時に職員の何％が着用

するかにより算出する。1日何回交換するか、また

流行する期間を8週間と想定し、最低限必要とな

る個数を計算する。流行の波は2～3回起こること

が想定されるので多く備蓄することは好ましいが、

費用の面からは難しいかもしれない。

防護具に関する法令

防護具に関しては、法令では労働安全衛生規則

に示されている。医療機関にとってはあまり馴染

みがない法令かもしれないが、当然、医療機関に

も適用される。労働安全衛生規則第五百九十三条

に、「事業者は、…病原体による汚染のおそれの著

しい業務その他有害な業務においては、当該業務

に従事する労働者に使用させるために、保護衣、

保護眼鏡、呼吸用保護具等適切な保護具を備えな

ければならない。」としている。防護具の数について

は、労働安全衛生規則第五百九十六条に、「事業

者は、前三条に規定する保護具については、同時

に就業する労働者の人数と同数以上を備え、常時

有効かつ清潔に保持しなければならない。」

また、労働者の義務として、労働安全衛生規則

第五百九十七条にて「事業者から当該業務に必要

な保護具の使用を命じられたときは、当該保護具

を使用しなければならない。」

個人用防護具については、労働安全衛生規則第

五百九十八条にて、「事業者は、保護具又は器具

の使用によって、労働者に疾病感染のおそれがある

ときは、各人専用のものを備え、又は疾病感染を

予防する措置を講じなければならない」としている。

法令からみても、医療機関の事業者である院長

や理事長は医療従事者に必要な防護具を提供しな

ければならない。また提供していないことで感染し
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た場合には安全配慮義務の観点から訴訟などのリ

スクにもなりうる。

防護具着用の
コンプライアンス

防護具は必要な場所で使用されないと意味がな

い。それゆえ防護具着用に関する文化を作る必要

がある。そのためには次の4つの要因が必要とされ

ている3）。

①職員の安全に関してリーダーシップの発揮、

組織的関与、ロールモデルの提供。管理監督

者は率先して防護具を正しく着用して模範を

示す。余談だが、肥後熊本藩の初代藩主の加

藤清正は平時でも常に腰に米3升と味噌、銀

銭300文を下げていた。ある時親友が「それで

は腰が重いだろうが」といったところ、「わし

だって軽くしたい。だが、わしがこうしていれ

ば家臣も見習い、常に戦時の備えを怠らない

だろう」と答えたという。このようにトップが

模範を示すことが時代を超えても重要である。

②職員への教育を行う。

③防護具着用の方針と使用について状況を確認

しながら、着用を確実にする。

④職場での方針と実践を明確にする。

防護具メーカーに
期待すること

最後に、これらの防護具を提供するメーカーへ

の期待について書く。

1．性能をよりよくする

どの防護具にもいえることであるが、防護性だけ

が強調されすぎていて、快適性やコストについては

あまり検討されていない。図2に米国のInstitute of

Medicineにより組織された委員会から提唱された

防護具の性能に関して検討すべき課題を取り上げ

た。これらについてもさらに議論を深めて行く必要

があると考えられる。

2．国内での防護具の製造について検討する

医療用の防護具業者はいくつもあるが、その多

くが海外の製品を輸入したものを販売している。

自社製造であったとしても工場が海外にある場合

や外部に委託しての製造であったりし、国内に製

造拠点をもっているのはごく一部のメーカーに過ぎ

ない。

新型インフルエンザの流行が起きてしまった場合

には全世界が影響を受ける。海外から十分に輸入

できるかはわからない。また多くの業者は経営上の

リスクを回避するために在庫をかかえないようにし

ている。国内で防護具が生産できないことは、流

行時に十分な防護具を確保することができなくな

ることにつながりリスクになるといえる。

防護具業者は流行時の安定供給について十分な

議論を行うことが求められる。

3．新型インフルエンザの流行に対応した防護具の

準備

防護具業者に新型インフルエンザ対策の防護具

を見せてくれるよう依頼すると、単体で今扱ってい

る製品をばらばらともってくる業者がほとんどで

あった。残念ながら、営業担当者も感染管理の知

識が十分でないことも多い。前述のようなリスクに

応じたセットを作成していることが期待されたが、

そうでないことが本稿を執筆するきっかけとなった。

その一方で「これでもか」といわんばかりの防護具

を勧奨する業者もある。当然ながら防護具はたく

さん売れたほうが良いだろうが、流行時に医療従

事者が長時間にわたって着用して作業が可能かど

うかまでは考慮していないようにも思える。

防護具業者には、早い段階で新型インフルエン

ザの感染管理のガイドラインなどを把握したうえ

で、流行に感染リスクに応じた防護具のセットを

作成し、実際の着用時の快適性などについて確認

27



しておくことが期待される。

一般医療機関が防護具を実際に着用しなければ

ならない事態が発生していないため、ユーザーの声

が十分にメーカーに届いていないのではと思われる

点もある。医療従事者が正しい知識をもって、

メーカーに対してさまざまな要望をしていくことが

感染防護具の向上につながるといえる。

おわりに

医療従事者は自分の身を守ってくれる防護具

について十分な知識をもっておかなければならな

い。また、防護具以外の感染対策についても十分

な知識をもつことが必要である。古い格言に、

「恐れることを正当に恐れるのが勇気、恐れるべ

きを恐れない向こう見ずを無謀、反対に不必要に

恐れ過ぎることを臆病」という言葉がある。新型

インフルエンザの流行の際には、「そんな恐ろしい

場では働かない」とは医療従事者の誰もが多少な

りとも思うことであろう。しかし、まずはリスク

を低減することができる対策があることを知って

いただくことが重要と考えられる。本稿がそうし

た一助になれば幸いです。

いずれにせよわれわれの願いは、新型インフル

エンザが流行しないことであるが。
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第 4 回

シリーズ：新型イ
ンフルエンザ

感染防護具に求められる性能 

防護性 
・インフルエンザウ
イルスから防護で
きる 
・感染源になりうる
液体やエアロゾル
に接しないように
する 

使用感 
・肌さわりがいい　 
・臭いがない 
・アレルギーを生じ
ない 
・さまざまな人の顔
や体に合う 
・ほかの防護具と一
緒に使用できる 
・患者や家族をびっ
くりさせない 
・コミュニケーション
がとりやすい（表情
や口頭）　 

快適性と付け心地 
・快適である－皮膚刺
激や圧迫が少ない 
・不快なく長時間着
用できる 
・呼吸がしやすい　 
・湿気を吸着する　 
・軽い 
・着用が簡単 

メンテナンスと再利用 
・消毒したり、取り
替える部分を簡単
に捨てることがで
きる 
・きれいにしたり、
再利用できる部分
が簡単に取り替え
られる 

美しい 
・さまざまな形や色 
・特注 

費用 
・製品のコストが安い 
・製造から廃棄まで
のコストが安い　 
・環境への影響が少
ない 

耐久性 
・十分な期間使用で
きる 
・強さ－破れない　 
・摩耗に耐える 
・腐食しない 

図2 感染防護具に求められる性能
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新型インフレエンザの診療等に関する情報 

（抗インフルエンザ薬の予防投与の考え方等）について 

 

 新型インフルエンザ（豚インフルエンザ H１N１）の診療について抗インフル

エンザウイルス薬の予防投与の考え方を中心に別添のとおりまとめたので、各

医療機関に周知徹底いただきたくよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 
照会先 

新型インフルエンザ対策推進本部 医療班 

担当者  中谷、大竹、片山 
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Mail nakatani-yukiko@mhlw.go.jp／katayama-satoko@mhlw.go.jp 

 



 

新型インフルエンザの診療等に関する情報について 

（抗インフルエンザ薬の予防投与の考え方等） 

  

新型インフルエンザの診療等に関して、下記のように情報提供いたします。

ご承知おきいただくとともに、各医療機関への周知をお願いいたします。 

 

１．予防投与対象者 

 

○ 十分な感染防止策を行わずに、新型インフルエンザウイルスの曝露を受け

た者を予防投与の対象者とする。 

○ 現時点では、「抗インフルエンザウイルス薬に関するガイドライン」に基づ

き、次の表の考え方で対応する。 

 

表１ 予防投与対象者の発生段階別投与指針 

カテゴリー 
国内発生 

早期 
感染拡大期 まん延期 回復期 

医療従事者・ 

水際対策関係者 
投与 

患者の同居者 投与 効果を評価した上で検討

患者の濃厚接触者 

（同居者を除く） 
投与 原則として見合わせる 

患者と同じ学校・ 

職場等に通う者 

（濃厚接触者を除く） 

状況により投与 原則として見合わせる 

地域封じ込めの 

実施地域の住民* 
投与  

※ ただし、まん延期においては、増加する患者への治療を優先し、予防投与の効果等

を評価し必要性を検討することになる。 

 

 

 

 

 

 

別 添 



 

 

２．予防投与の用法と用量 

○ A 型インフルエンザウイルス感染症の予防投与に適応があるのは、オセルタ

ミビルリン酸塩カプセル（商品名：「タミフルカプセル７５」以下、「タミフ

ル」という）、ザナミビル水和物ドライパウダーインヘラー（商品名：「リレ

ンザ」以下「リレンザ」という」のみである。現在の添付文書上の適応に基

づくと、次の表となる。 

 

表２ 予防投与対象者の適応薬剤と用法用量 

対象者 タミフル リレンザ 

１３歳未満 適応なし 

１３歳以上 

タミフル 

１日１回１カプセル 

7～10 日 

リレンザ ＊ 

1 回 2 ブリスター 

1 日 1 回 10 日間 

※ 予防投与に関し、現時点では、新型インフルエンザに対する抗ウイルス薬の予防効果

は必ずしも明らかではないこと、また、添付文書をもとに副作用等の発現リスクがあるこ

と等について、投与対象者（未成年者の場合は保護者含む）に十分情報提供し、同意を得

たうえで行うこととする。 

＊ リレンザについては、４歳以下に対する安全性は確立していない。また、小児に対し

ては、適切に吸入投与できると判断された場合にのみ投与すること。 

 

３．停留対象者への予防投与 

○  停留対象者への予防投与についても、表１における「患者の濃厚接触者」

に準じて処方を行う。 

 

４．処方を希望する者への事前処方 

○ 不必要な予防投与による副作用やウイルスの耐性化の発生を避けるととも

に、抗ウイルス薬の効率的な使用を行うべきことから、第二段階（国内発生

期）における予防投与については、濃厚接触者に対して行うことを基本とす

る。 

○ 第三段階（国内で、患者の接触歴が疫学調査で追えなくなった事例が生じた

状態）における予防投与に関しては、予防投与の効果等を評価し、今後さら

に検討する。 

 



 

 

５．予防投与の費用負担について 

○ 原則、自費負担となるが、「健康観察」となる濃厚接触者への予防投与について

は、その一部もしくは全額を公費負担とすることも各自治体の判断で可能である。 

○ なお、検疫法により停留を実施する場合には、当該者への予防投与は公費負

担となる。 

 

６．ファクシミリによる処方せん発行 

○「医療体制に関するガイドライン」において、慢性疾患等を有する者につい   

ては、発生前の現段階において、かかりつけの医師が了承することで、まん

延期に、電話診療によりファクシミリ等を通じて処方せんを発行することが

できることとしている。  

 

７．疑似症例に対する投薬について 

○ 確定診断がついていない「疑似症例」に対しても、タミフル等の投与は現

時点では、速やかに行うことが望ましいと考えられる。 

 
８．「新型インフルエンザが蔓延している国又は地域」について 

○ 国立感染症研究所等の情報を参考に、症例定義における「新型インフルエンザ

が蔓延している国又は地域」を以下のとおり定める。 

【新型インフルエンザが蔓延している国又は地域） 

メキシコ 

アメリカ 

  カナダ 

（5 月 2 日 10:00 最終更新） 

※今後の状況に応じて、更新いたしますので、ご確認ください。 

厚生労働省：新型インフルエンザ対策関連情報 

URL: http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/index.html 

 




